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国際ロータリー細則 

 

 

第 1条 定義 

1. 理事会： 国際ロータリー理事会 

2. クラブ： ロータリークラブ 

3. 組織規定： RI定款・細則と標準ロータリークラブ定款   

4. ガバナー： ロータリー地区のガバナー 

5. 会員： 名誉会員以外のロータリークラブ会員 

6. RI: 国際ロータリー（Rotary International） 

7. RIBI: グレートブリテンおよびアイルランド内国際ロータリーという管理上

の地域 

8. ローターアクトクラブ： 若い成人のクラブ 

9. ローターアクター: ローターアクトクラブの会員  

10. 衛星クラブ: 潜在的クラブ。その会員はいずれかのクラブの会員でもある。 

11. TRF: ロータリー財団（The Rotary Foundation）  

12. 書面： 文書化が可能なコミュニケーション。通信手段は問わない。 

13. 年度： 7月 1日に始まる 12カ月間 

 

第 2条 国際ロータリーの加盟申請 

2.010. RIへの加盟申請 

2.020. クラブの所在地域 

2.030. 標準ロータリークラブ定款 

2.040. 標準ローターアクトクラブ定款 

2.050. 喫煙 

2.060. クラブの合併 

 

2.010.RIへの加盟申請 
RIに加盟するには、クラブまたはローターアクトクラブが理事会に対して加盟申請をする。加

盟申請書には、理事会が定める加盟金を添付するものとする。加盟は、理事会が承認した時

点で有効となる。 

 

2.010.1. 新クラブ 
新クラブは少なくとも 15名の創立会員を有するものとする。 

 

2.020. クラブの所在地 
一つ以上のクラブが存在する地域にクラブを結成してもよい。主にオンラインで活動をするク

ラブの所在地域は、全世界とするか、または、クラブ理事会が決定する通りとするものとする。 

 

2.030. 標準ロータリークラブ定款 
すべてのクラブは、今後のあらゆる改正を含め、標準クラブ定款を採用するものとする。 
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2.030.1. 標準クラブ定款の改正 

クラブは、組織規定に述べられている方法で標準クラブ定款を改正できる。改正は、自動的に

クラブ定款の一部となる。 

 

2.030.2. 1922年 6月 6日よりも前に加盟したクラブ 
1922年 6月 6日よりも前に加盟したクラブは、標準クラブ定款を採用するものとする。ただ

し、1990年よりも前に理事会に提出された異なる規定を維持することができる。異なる規定

はそのクラブの定款の補遺規定とし、現行の標準クラブ定款に近づけることを目的とする場合

に限り、改正できる。 

 

2.030.3. 標準クラブ定款への例外 
出席している理事会メンバーの 3分の 2の賛成により、理事会は、その土地の法令および慣

習、または特殊な事情によって必要とされ、RI定款・細則と矛盾しない標準クラブ定款への例

外を承認できる。 

 

2.040. 標準ローターアクトクラブ定款  
理事会は、標準ローターアクトクラブ定款を作成するものとし、かつこれを改正できる。すべて

のローターアクトクラブは、標準ローターアクトクラブ定款を採用するものとする。改正は、自

動的にローターアクトクラブ定款の一部となる。  

 

2.040.1. 標準ローターアクトクラブ定款への例外 
出席している理事会メンバーの 3分の 2の賛成により、理事会は、その土地の法令および慣

習、または特殊な事情によって必要とされ、RI定款・細則と矛盾しない限り、ローターアクトク

ラブ定款への例外を承認できる。  

 

2.050. 喫煙 
会員ならびに来賓は、会合およびその他のロータリーの行事中に喫煙すべきではない。 

 

2.060. クラブの合併 
同一地区内の二つ以上のクラブは、RIに対する金銭上およびその他の義務を各クラブが果

たしており、理事会が合併を承認した場合、自主的に合併できる。合併の申請には、それぞれ

のクラブが合併に合意した証明書を添付するものとする。一つまたは複数の他のクラブと同じ

所在地域内に、合併したクラブを結成できる。理事会は、合併したクラブが、合併するいずれ

かのクラブの名称、加盟日、徽章、およびその他の RIの記章を保持することを許可できる。 

 

第 3条 RI脱会、加盟停止、または加盟の終結 

3.010. クラブまたはローターアクトクラブの RI脱会 

3.020. 理事会によるクラブまたはローターアクトクラブの懲戒、加盟停止、または終結 
3.030. 加盟が停止されたクラブまたはローターアクトクラブの権利 

3.040. 加盟が終結されたクラブまたはローターアクトクラブの権利 

3.050. クラブの再結成 

3.060.  正当な理由による会員またはローターアクターの終結 
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3.010. クラブまたはローターアクトクラブの RI脱会 
クラブまたはローターアクトクラブは、RIに対する金銭上およびその他の義務をすべて果た 

し、理事会の承認を得た上で、RIから脱会できる。脱会は、理事会が承認した時点で有効と

なる。 

 

3.020. 理事会によるクラブまたはローターアクトクラブの懲戒、加盟停止、または終結 
 

3.020.1. 加盟停止または終結 
理事会は、以下のクラブまたはローターアクトクラブの加盟を停止または終結することができ

る。 

(a) 会費または RIに対するその他の金銭的義務または義務づけられた地区賦課金の支払

を怠った。 

(b) TRFの資金を不正に使用または TRFの資金管理方針に違反した、あるいは TRFの

資金を不正に使用した会員またはローターアクターまたは TRFの資金管理方針に違

反した会員またはローターアクターを有している。  

(c) 組織規定文書ならびに明文化された地区規定に定められたあらゆる改善措置を講じる

前に、RI、TRF、または地区（理事、管理委員、役員、代理人、職員を含む）を相手に訴

訟を起こしたり、訴訟を継続したりした、または、そのような訴訟を起こしたり、訴訟を継

続したりした会員またはローターアクターを有している。 

(d) ロータリー関係の青少年プログラムと関連して、会員またはローターアクターに対する

青少年保護のいかなる申し立てにも適切に対処することを怠った。  

 

3.020.2. 会員変更の報告不履行による加盟停止 

理事会は、期限までに会員の変更を RIに報告しなかったクラブの加盟を停止することができ

る。 

 

3.020.3. 機能の喪失による終結 
理事会は、機能を停止し、または例会を定期的に行わず、その他の機能を遂行できなくなった

クラブまたはローターアクトクラブを終結することができる。ただし、終結の事情に関する報告

書の提出をガバナーに要請した後に限る。 

 

3.020.4. 会員の不足による終結 
会員数が 6名未満となったクラブは、ガバナーの要請により、理事会がそのクラブを終結する

ことができる。 

 

3.020.5. しかるべき理由による懲戒、加盟停止、または終結 
理事会は、しかるべき理由がある場合、クラブまたはローターアクトクラブに聴聞の機会を与

えた後に限り、そのクラブまたはローターアクトクラブを懲戒処分、加盟停止、または終結でき

る。聴聞の行われる少なくとも 30日前までに、理事会は、そのクラブまたはローターアクトク

ラブの会長および幹事に、問責内容およびこれに関する聴聞の時間、場所、方法を通知する

ものとする。聴聞会において、クラブまたはローターアクトクラブは弁護士を自己の代理人とす
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ることができる。ガバナー、またはそのガバナーにより選ばれたパストガバナーは、地区の経費

により出席できる。聴聞の後、理事会は、 

(a) 多数決をもって、クラブまたはローターアクトクラブを懲戒もしくは加盟停止処分に付す

ことができる。または、 

(b) 全会一致をもって、クラブまたはローターアクトクラブを終結することができる。 

 

3.020.6. 加盟停止期間 
理事会は、以下の場合に、加盟停止となっていたクラブまたはローターアクトクラブの加盟権

を復帰させるものとする。 

(a) 会費または RIに対するその他の金銭的義務を全額支払った、または義務づけられた

地区賦課金を全額支払った。 

(b) TRFの資金を不正に使用したり、TRFの方針に違反した会員の会員身分を終結した。 

(c) ロータリー関係の青少年プログラムと関連して、会員またはローターアクターに対する

すべての青少年保護の申し立てに適切に対処した。 

(d) 加盟停止に至ったすべての問題が解決された。  

 

加盟停止の原因が 6カ月以内に改善されなかった場合、理事会はそのクラブまたはロータ

ーアクトクラブを終結するものとする。 

 

3.030. 加盟が停止されたクラブまたはローターアクトクラブの権利 
加盟停止中、クラブまたはローターアクトクラブは、細則によるいかなる権利も持たず、RI定

款による権利のみを保持する。 

 

3.040. 加盟が終結されたクラブまたはローターアクトクラブの権利 
加盟が終結されたクラブまたはローターアクトクラブは、RIの名称、徽章その他の記章を使用

しないものとし、RIの財産に対する所有権を一切持たないものとする。加盟終結されたクラブ

またはローターアクトクラブは、加盟認証状を RIに返還するものとする。 

 

3.050. クラブの再結成 
理事会は、加盟金または RIに対する負債の支払いを条件として、加盟終結されたクラブの再

結成、または同じエリア内における新クラブの結成を許可することができる。 

 

3.060. 正当な理由による会員またはローターアクターの終結 
クラブとローターアクトクラブは、会員資格条件を満たさなくなった会員およびローターアクタ

ーの会員身分を、正当な理由をもって終結すべきである。クラブがそうしない場合、理事会 

は、正当な理由をもって、その会員またはローターアクターの会員身分を終結するようクラブ

に指示することができる。終結の決定の指針となる原則は、RI定款第 4条第 2節（a）、およ

び会員またはローターアクターに期待される高い倫理基準とする。理事会は、終結すべきでな

い理由を説明するための 30日間の猶予を当該会員またはローターアクターに与えるものと

する。理事会は、当該会員またはローターアクターが十分な理由を提示しなかったと理事会が

判断した場合、30日間の期間後、クラブに対して当該会員またはローターアクターの会員身

分を終結するよう指示できる。会員またはローターアクターの会員身分を終結するには、理事
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会全体の 3分の 2の投票が必要となる。理事会は、その裁量により、本節の手続に従って、

RIBI内のクラブの会員またはローターアクターの会員身分に関し、RI理事会に代わって決

定する権限を RIBIに与えることができる。  

 

第 4条 クラブの会員身分 

4.010. 会員の種類 

4.020. 正会員 

4.030. 移籍ロータリアンまたは元ロータリアン 

4.040. 二重会員の禁止 

4.050. 名誉会員 

4.060. ローターアクトクラブの会員 
4.070. 会員の多様性 

4.080. 他クラブへの出席 

4.090. 新会員のスポンサー 

4.100. 会員身分に関する規定の例外 
 

4.010. 会員の種類 
クラブは、正会員と名誉会員の 2種類の会員種類をもつことができる。 

 

4.020. 正会員 
RI定款第 4条第 2節（a）にある資格条件を有する者を、正会員として選ぶことができる。 

 

4.030. 移籍ロータリアンまたは元ロータリアン 
会員または元クラブは、移籍会員または元会員の入会を推薦することができる。他のクラブに

対して負債がある候補者はクラブへの入会資格がない。元会員を入会させたいと望むクラブ

は、未納金が一切ない旨を記したその候補者の元クラブからの文書を提出するよう、本人に

要求するものとする。移籍ロータリアンおよび元ロータリアンの正会員としての入会には、転入

先のクラブが、当該会員がかつて所属していたクラブの理事会から、同会員がそのクラブの会

員であったこと、また、同会員がそのクラブに負債があるかどうかを記した確認文書を受理す

ることを条件とする。30日以内にこの文書が提供されなかった場合、当該会員はかつての所

属クラブに対して負債がないと見なされる。 

 

4.040. 二重会員の禁止 
いかなる会員も、同時に以下に該当しないものとする。  

(a) いずれかのクラブが設ける衛星クラブを除き、複数のクラブに同時に所属する。  

(b) 同一のクラブにおいて名誉会員の資格を保持する。  

 

4.050. 名誉会員 
クラブは、クラブ理事会が定めた期間における名誉会員を選ぶことができる。名誉会員は、 

(a) 会費の納入を免除されるものとする。 

(b) 投票権を持たないものとする。 

(c) クラブのいかなる役職にも就かない  
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(d) 職業分類を持たない  

(e) クラブのあらゆる会合に出席でき、クラブのその他のあらゆる特権を享受できるが、他

のクラブにおいてはいかなる権利または特権も認められないものとする。例外として、ロ

ータリアンの来賓としてではなく訪問する権利がある。 

 

ロータリーの理念推進のために称賛に値する奉仕をした人、およびロータリーの目的を支援し

たことでロータリーの友人であるとみなされた人を名誉会員に選ぶことができる。その人は、

二つ以上のクラブで名誉会員の身分を保持できる。 

 

4.060. ローターアクトクラブの会員 
ローターアクトクラブは、理事会により定められた通り、若い成人により構成されるものとする。  

 

4.070. 会員の多様性 
各クラブとローターアクトクラブは、多様性、公平さ、インクルージョンを推進するようなバラン

スのとれた会員基盤を構築するよう努めるものとする。いかなるクラブも、RIにいつ加盟した

かに関係なく、いかなる方法においても、性別、ジェンダー、人種、皮膚の色、信条、国籍、また

は性的指向により入会を制約すること、もしくは RI定款または細則により明白に認められて

いない入会の条件を課すことはできない。本節の規定に反する会員資格のいかなる規定また

は条件も無効であり、効力はもたない。  

 

4.080. 他クラブへの出席 
ロータリアンならびにローターアクターは、他ロータリークラブまたは他ロータリークラブの衛

星クラブの例会に出席できる。ただし、正当な理由で会員身分が終結された会員は、元クラブ

または元クラブの衛星クラブの例会に出席することはできない。 

 

4.090. 新会員のスポンサー 
会員は、どのクラブに対してでも新会員を推薦することができる。 

 

4.100. 会員身分に関する規定の例外 
クラブは、本細則の第 4.010.節および第 4.030.節～第 4.050.節に一致せず、これらの節

に優先する規定を採択できる。 

 

第 5条 理事会 

5.010. 理事会の任務 

5.020. 理事会の決定および議事録の公表 

5.030. 理事会の決定に対する提訴 

5.040. 役員および委員会委員の解任 

5.050. RI会合 

5.060. 理事会の会合 

5.070. 執行委員会 

5.080. 理事の任期と資格条件 

5.090. 理事の任務遂行不能 
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5.100. 理事の空席 

 

5.010. 理事会の任務 
 
5.010.1. 目的 
理事会は、RIの目的の推進、ロータリーの目的の達成、ロータリーの基本原則の研究と教

育、ロータリーの理念、倫理、および特質の維持と全世界への拡大という目的のために必要

なあらゆることを行う義務を負う。  

 

5.010.2. 権限 
理事会は、次の方法によって RIの業務を指示・管理する。 

(a) 組織の方針を定める。 

(b) 事務総長による方針実施の評価を行う。 

(c) RI運営における定期的な過程・コスト分析の委託、ならびに RI世界本部と国際事務

局の間における職員の役割・責務の配分と編成の見直しなど、透明性を高める。 

(d) RIのすべての役員、役員エレクト、役員ノミニー、役員ノミニー・デジグネート、委員会

に対する総括的管理および監督を行う。 

(e) 定款、細則、1986年イリノイ州非営利団体法、およびその後の改正によって与えられ

た権限を行使する。 

 

5.010.3. 戦略計画 
理事会は、戦略計画を採択し、各規定審議会で報告するものとする。各理事は、自分が選出

されたゾーンおよび組み合わせられたゾーンにおける戦略計画の実施を監督するものとする。 

 

5.020. 理事会の決定および議事録の公表 

理事会の議事録と決定は、各理事会後または決定後60日以内にRIのウェブサイトで公表さ

れるものとする。公式議事録に添付されるすべての補遺資料は、理事会が機密または極秘と

みなすものを除き、ロータリアンが要請すれば入手できるものとする。理事は、自分のゾーン

および交互に理事が選出されるもう一方のゾーン／組み合わせられたゾーンに対し、理事会

の決定と活動について定期的に報告するものとする。  

 

5.030. 理事会の決定に対する提訴 
理事会の決定は、理事会が定める規定の下、規定審議会の代表議員に対してのみ提訴でき

る。いかなるクラブも、少なくとも 50の他クラブの同意を得て、理事会の決定後 4カ月以内

に書面によって事務総長に提訴できる。同意しているクラブの少なくとも半数は、少なくとも二

つの別の地区内のクラブでなければならない。提訴は、クラブ例会で採択され、クラブ会長と

幹事が証した決議書によって行われるものとする。事務総長は、受理後 90日以内に審議会

議員の投票を実施するものとする。代表議員に問われるのは、理事会の決定を維持すべきか

どうかということだけである。理事会の決定時に理事会に提出された関連資料を、投票に先立

ち、理事会に提供されたこのような資料の言語で審議会代表議員が参照できるようにするも

のとする。理事会は、個人情報または極秘とみなされる情報を削除することができる。クラブま

たはロータリアンが、（規定審議会への提訴を含む）提訴手続に従わず、また提訴手続を尽く
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さずにロータリー以外の機関または他の紛争解決機関の介入を要請した場合、理事会は第

3.020.1.項(c)に従い適切な処置をとることができる。 

 

5.040. 役員および委員会委員の一時保留および解任 

会長または理事会は、然るべき理由がある場合に、役員、役員エレクト、役員ノミニー、役員ノ

ミニー・デジグネート、委員を一時保留することができ、然るべき理由には、その職務または地

位に関して細則において定められた任務と責任を十分に果たすことができないことが含まれ

る。一時保留となった人には、一時保留の根拠を含めた書面による一時保留通知が提供され

なければならず、何らかの関連情報がある場合は、事務総長を通じ理事会にそれを提出する

機会が与えられるものとする。理事会は、すべての関連情報を検討した後、一時保留期間の

開始日から一年以内に、3分の 2の多数決によりその人をその職務または役職から解任す

るか、一時保留を撤回するものとする。また、理事会は、第 16.050.節の権限も行使すること

ができる。職務から解任された人は元役員と見なされないものとする。いかなる職務または役

職でも空席が生じた場合、細則に従い補充するものとする。   

 

5.050. RI会合 

国際大会、国際協議会、規定審議会を計画するにあたり、理事会は、ロータリアンまたはロー

ターアクターが国籍だけを理由に参加できないことのないよう、あらゆる努力を払うものとす

る。 

 

5.050.1. 年次国際大会  
RI定款に従い、理事会は年次国際大会の時間、場所、料金を決定し、あらゆる準備手配を 

行うものとする。会長は議長となるものとし、他の者を議長として任命することもできる。会長

は、必要に応じて、信任状委員会、投票委員会、およびその他の委員会を任命することができ

る。理事会は、代議員による代表制について、RI定款第 8条第 3節と第 4節の規定を満た

す投票手続きを採用するものとする。 

 

5.060. 理事会の会合 
 

5.060.1. 頻度、通知、および方法 
理事会の会合は、各年度に少なくとも 2回開くことを条件として、理事会が決定する時間、場

所、方法において開くか、もしくは会長の招集によって開くものとする。必要としない場合を除

き、30日前までに、事務総長は全理事に会合を通知する。公式会合および理事の参加は、直

接出席、テレカンファレンス、インターネット、およびその他の通信設備によって行うことができ

る。理事会は、会合を開かずに、書面による全員の同意をもって議事を処理することができ 

る。会長ノミニーは、理事会会合において、投票権を持たない出席者となるものとする。 

 

5.060.2. 定足数 
RI定款または細則がより多くの投票を義務づける場合を除き、理事会メンバーの過半数を定

足数とする。 
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5.060.3. 年度の最初の会合 
次期理事会は、年次国際大会の終了直後に、次期会長が定める時、場所、および方法で開催

される。この会合における決定事項が効力を発するには、7月 1日以後に、理事会会合で、ま

たは第 5.060.1.項に述べられている方法によって批准されなければならない。 

 

5.070. 執行委員会 
理事会は、職権上の委員を含め 5～7名の委員により構成される執行委員会を任命できる。

執行委員会は、事務総長の業績評価を少なくとも年に 1度行い、その結果を理事会に報告す

るものとする。理事会は、会合と会合の中間にあたる期間、決定を行う権限を執行委員会に

委任できるが、RIの確立された方針の範囲内にある事項に限られる。理事会が定める執行

委員会の職務権限は、本節の規定に反しないものとする。 

 

5.080. 理事の任期と資格条件 

 

5.080.1. 任期 

理事は、選挙された年の翌年の 7月 1日に始まる 2年間、またはその後継者が選挙されるま

で在任する。  

 

5.080.2. 資格要件 

候補者は、理事として推薦される以前にガバナーとして全任期を務めた者でなければならな

い（理事会がこれより短い在職でも十分であると認めた場合を除く）。また、候補者がガバナ

ーを務めてから少なくとも 3年が経過していなければならない。理事として、細則の定める全

期間または理事会の定める期間を務めた人は、会長または会長エレクトとなる場合を除き、再

度理事になることはできない。 

 

5.090. 理事の任務遂行不能 
理事会のメンバーがその任務を遂行できない身体的状態になった場合、そのメンバーは、理

事会の 4分の 3の票をもって、直ちにその職を失うものとする。 

 

5.100. 理事の空席 
いかなる理由にせよ、理事に空席が生じた場合、理事会は、理事が選出された時に選ばれた

補欠を選出するものとし、この補欠が残存期間を務める。いかなる理由にせよ、補欠が任務を

果たせない場合、その他の理事会メンバーが、空席の生じた当該ゾーン（あるいはゾーン内の

セクション）から、次の理事会において、もしくは会長が設定した方法によって、理事を選出す

るものとする。 

 

 

第 6条 役員 

6.010. 国際大会における役員の選挙 

6.020. 役員の任務 

6.030. 副会長と財務長の選出 

6.040. 事務総長の選挙と任期 
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6.050. 役員の資格条件 

6.060. 役員の任期 

6.070. 元役員身分の剥奪 

6.080. 会長の空席 

6.090. 会長エレクトの空席 

6.100. 副会長または財務長の空席 

6.110. 役員の報酬 

 

6.010.国際大会における役員の選挙 
年次国際大会において選挙される役員は、RIの会長、理事、ガバナー、および RIBIの議長、

議長エレクト、名誉会計である。ただし、これらの役員の選出が本細則に従って既に完了して

いると理事会が判断した場合、選挙は必要ない。 

 

6.020. 役員の任務 
 

6.020.1. 会長 
RIの最高役員である会長は、 

(a)  全世界のロータリアンにとって前向きかつ意欲を引き出すリーダーとなる。 

(b)  理事会の議長となり、会合を主宰する。  

(c)  RIの第一の代弁者となる。 

(d)  すべての国際大会および RIのほかのすべての国際会合を主宰する。 

(e)  事務総長に助言する。 

(f)  理事会により割り当てられた、さらなる任務と責務を有する。 

 

6.020.2. 会長エレクト 
会長に選出された者は、選挙の翌年度に会長エレクトおよび理事会のメンバーとなる。会長エ

レクトは副会長に選ばれる資格はない。会長または理事会は、会長エレクトに、本細則が規定

する任務および理事会のメンバーに伴う任務に加え、その他の任務を託すことができる。 

 

6.020.3. 事務総長 
事務総長は、RIの最高経営責任者として、  

(a) 理事会の指示監督の下での RIの日々の管理に責任を負う。  

(b) 方針の実施、および RIの財務運営を含む RIの運営と管理について会長と理事会へ

の責任を負う。  

(c) 理事会の方針をロータリアンとクラブに伝える責任を負う。  

(d) 事務局職員の監督に単独で責任を負う。 

(e) 理事会に対して年次報告を行う責任を負う。この報告は、理事会の承認を経た上で、国

際大会に提出されるものとする。 

(f) 理事会が要求する金額と契約履行保証をもって、これらの任務の誠実な遂行を誓約す

る責任を負う。 
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6.020.4. 財務長 
財務長は、  

(a) 事務総長から定期的に財務関連情報を受け取り、RI財務運営について事務総長と協

議するものとする。 

(b) 理事会と年次国際大会に適切な報告をする。  

(c) 本細則に規定する任務および理事会のメンバーに伴う任務に加え、会長または理事会

からその他の任務を託される場合もある。   

 

6.030. 副会長と財務長の選出 
副会長と財務長は、次期会長が理事会の第 1回会合で、2年目の理事の中から選任し、7月

1日より 1年間その職を務める。 

 

6.040. 事務総長の選挙と任期 
理事会はロータリアンを事務総長として選出し、その任期は 5年を超えない。その選挙は、任

期の最終年の 3月 31日までに、または空席が生じた場合に行われ、理事会が異なる日付を

設定しない限り、選挙後の 7月 1日に新しい任期が始まる。事務総長は再選されることがで

きる。 

 

6.050. 役員の資格条件 
 

6.050.1. 一般 
各役員は、クラブの瑕疵なき会員であるものとする。選挙で選ばれる役員は、事務総長の役

職を除き、クラブ、地区、または RIの職員であってはならない。 

 

6.050.2. 会長 
RI会長候補者は、会長職に指名される前に RI理事として任期の全期を務めた者であるもの

とする。ただし、全期に足りない在職であっても、理事会がこの規定の趣旨に照らして差し支

えないものと認めた場合を除く。 

 

6.060. 役員の任期 
本細則に別段の規定がある場合を除き、役員は 7月 1日に任期を開始し、1年またはその後

継者が選出されるまで在任する。 

 

6.070. 元役員身分の剥奪 
理事会は、あるロータリアンが実際に役員を務めたことがある場合でも、正当な理由があれ 

ば、その人の元役員身分を剥奪してよい。理事会により、今後、元役員とみなされないと判断

されたロータリアンは、本細則が言及している RI役職の中で元役員であることが資格条件と

なっているものにつき、それを務める資格はないものとする。理事会がそのような決定を下す

前に、そのロータリアンには、理事会の公聴会にて、その決定が下されるべきでない理由を述

べる機会が与えられる。個人の元役員身分を剥奪するには、理事会全体の 3分の 2の賛成

票が必要とされる。 
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6.080. 会長の空席 
会長が空席となった場合は、副会長が会長となり、その他の理事会のメンバーの中から新た

に副会長を選任する。  

 

6.080.1. 会長と副会長の同時空席 
会長と副会長の両役職が同時に空席となった場合、理事会は、そのメンバー（会長エレクト以

外のメンバー）の中から会長を選挙し、次にこの会長が副会長を選出するものとする。  

 

6.090. 会長エレクトの空席 
 

6.090.1. 理事会による後任会長エレクトの選出 

何らかの理由で会長エレクトの役職が空席となった場合、理事会は、この会長エレクトが指名

委員会によって選出された当時の指名委員会によって検討された候補者の中から、後任会長

エレクトを選出するものとする。理事会は、この空席を 1カ月以内に埋めるべきである。 

 

6.090.2. 就任直前の空席 
国際大会の閉会後、会長に就任する前に会長エレクトが空席になった場合、7月 1日に空位

になったものとみなし、第 6.080.節に従って補充するものとする。 

 

6.090.3. 空席の不測の事態 
本節で予想されていない不測の事態については、会長が手続を決定するものとする。 

 

6.100. 副会長または財務長の空席 
副会長または財務長の空席については、会長が、未了の任期を務める者を 2年目の理事の

中から選ぶものとする。 

 

6.110. 役員の報酬 
事務総長は、理事会が定める額の報酬を受ける唯一の役員とする。理事会の経費支弁方針

に従って認められている妥当かつ領収書を伴う経費の支払い以外、その他の役員や会長ノミ

ニーに対しては、謝意、謝礼金、これに相当する支払いを含め、一切支払いが行われないもの

とする。 

 

第 7条 規定審議会 

7.010. 立法案の種類 

7.020. 立法案の提出者 

7.030. クラブおよび地区提出の立法案の承認 

7.040. 趣旨と効果の声明 

7.050. 制定案と見解表明案の締切日 

7.060. 正規の手続で提出された制定案、欠陥のある制定案と見解表明案 

7.070. 立法案の審査 

7.080. 暫定的規定 

7.090. 審議会の臨時会合 
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7.010.立法案の種類 
規定審議会は、制定案と見解表明案を審議するものとする。制定案とは、組織規定を改正し

ようとする立法案である。見解表明案とは、RIの立場を表明しようとする立法案である。 

 

7.020. 立法案の提案者 
制定案は、クラブ、地区、RIBI審議会または大会、規定審議会、または理事会が提案できる。

理事会のみが見解表明案を提案できる。理事会は、TRF管理委員会の事前の承諾なしに 

は、TRFに関連する立法案を提出しないものとする。 

 

7.030. クラブおよび地区提出の立法案の承認 
クラブおよび地区が提案する制定案は地区大会、地区立法案検討会、または RIBI地区審議

会において地区の承認を受けなければならない。地区大会、地区立法案検討会、または RIBI

地区審議会に制定案を提出する時間的余裕がない場合、ガバナーの実施するクラブ投票を

通じて地区内クラブの票決を求めることができる。すべてのクラブ投票は、第 12.050.節の手

続にできるだけ沿った形で行うものとする。事務総長に提出される制定案は、承認されたこと

をガバナーが証するものとする。地区は、1回の規定審議会につき 5件より多くの制定案を

提出もしくは承認すべきではない。 

 

7.040. 趣旨と効果の声明 
すべての立法案は、その立法案が取り上げる課題を特定し、立法案がこの課題をどのように

解決するかを 300語以内で説明する趣旨と効果の声明を含むものとする。 

 

7.050. 制定案と見解表明案の締切日 
事務総長は、規定審議会の開かれるロータリー年度の前年度の 3月 31日までに、制定案を

受理しなければならない。理事会は、見解表明案ならびに緊急性があると判断した制定案を、

規定審議会の開催前の 12月 31日までに提案することができる。  

 

7.060. 正規の手続で提出された制定案、欠陥のある制定案と見解表明案 
 

7.060.1. 正規の手続で提出された制定案 
第 7.020.節、第 7.030.節、第 7.040.節、および第 7.050.節に準拠していれば、正規の

手続で提出された制定案と見なされる。 

 

7.060.2. 欠陥のある制定案 
次の場合、制定案は欠陥があると見なされる。 

(a) 二つ以上の異なる意味に解釈できる場合。 

(b) 組織規定の関係個所をすべて改正していない場合。 

(c) 法令に反する場合。 

(d) RI細則または RI定款に抵触する形で標準ロータリークラブを改正する場合。  

(e) RI定款に抵触する形で RI細則を改正する場合。 

(f) 管理または施行が不可能な場合。 
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7.060.3. 欠陥のある見解表明案  

RIの見解案を言明していない場合、見解表明案は欠陥があると見なされる。 

 

7.070. 立法案の審査 
定款細則委員会は、事務総長に提出された立法案を点検し、立法案の趣旨と効果の声明を

公開前に承認するものとする。理事会は、委員会に、理事会に代わってすべての立法案を審

査し、欠陥があれば提案者にその旨通告し、可能であれば修正を提言する権限を与える。 

 

7.070.1. 同種の立法案 
実質的に同種の立法案の場合、理事会は、定款細則委員会に、理事会に代わって、提案者た

ちに折衷案を提言する権限を与える。提案者たちが折衷案に同意しない場合、委員会は、事

務総長に対し、同種の提案の趣旨を表現するような代案を審議会に回付するよう指示でき 

る。折衷案および代案となる立法案は、そのようなものとして指定され、所定の締切日に拘束

されない。 

 

7.070.2. 規定審議会に回付されない立法案 
立法案が正規の手続で提出されていない、または正規の手続で提出されたが欠陥があると

理事会が決定した場合、その立法案は規定審議会に回付されない。事務総長が提案者にこの

旨通告するものとし、提案者は、審議会でこの立法案を審議するには、代表議員の 3分の 2

の同意を得なければならない。 

 

7.070.3. 立法案に対する修正案 
立法案の修正案は、（定款細則委員会を通じて）理事会によって延期されない限り、審議会が

開かれる前の年度の 5月 31日までに、提案者が事務総長に提出しなければならない。 

 

7.070.4. 立法案の回付 
事務総長は、期日通りに提出されたすべての修正案を含め、正規の手続で提出された欠陥の

ない全立法案を審議会に回付するものとする。 

 

7.070.5. 立法案の公表 
事務総長は、審議会の年度の 10月 31日までに、正規の手続で提出された欠陥のないすべ

ての立法案の写しを、各ガバナーおよび審議会議員に提供する。  

 

7.070.6. 審議会における立法案の審議 
規定審議会の直接会合の前に、代表議員は、正規の手続で提出され、審議のため審議会運

営委員会によって提示された立法案について、通知を受け、意見する機会を与えられた後で、

電子投票をすることができる。この投票は決議審議会の一部とすることができる。制定案に反

対したのが投票権を有する代表議員の 70パーセントを超える場合、規定審議会の次回の直

接会合で審議されないものとする。制定案に賛成したのが投票権を有する代表議員の 70パ

ーセントを超える場合、その制定案は次回の直接会合の同意議題において検討されるものと
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する。次回の直接会合において、規定審議会は、同意議題、正規の手続で提出されたその他

すべての立法案ならびにそれらの修正案を審議して、これに対する決定を行うものとする。 
 

7.080. 暫定的規定 

暫定的規定は、適用できなくなった時点で無効となるものとする。 

 

7.090. 審議会の臨時会合 
 
7.090.1. 通知 
規定審議会の臨時会合は、RI定款の第 10条第 5節に従い、理事会が招集することができ

る。臨時会合とそこで審議する立法案の通知は、開催予定日の 30日前までに議員およびガ

バナーに送付されるものとする。ガバナーは地区内のクラブに通知するものとする。 

 

7.090.2. 制定案の採択 
規定審議会の臨時会合で立法案を採択するには、代表議員の 3分の 2の賛成票が必要とさ

れるものとする。 

 

7.090.3. 手続 
通常の規定審議会のために定められた手続が、臨時会合にも適用される。ただし、次の三つ

は例外とされる。 

 

7.090.3.1. 会合の方法 
臨時会合は、直接会合または電子的コミュニケーションを通じて招集することができる。 

 

7.090.3.2. 決定報告 
第 9.150.1.項に規定される決定報告は、臨時会合終了後 7日以内に、各クラブに送信され

るものとする 

 

7.090.3.3. 決定に対する反対 
クラブが規定審議会臨時会合の決定に反対するには、報告がクラブに送信されてから 1カ月

以内にその意思表示をしなければならない。 

 

7.090.4. 決定の発効日 
クラブがこのような決定に反対の意思表示をする投票が、所定数、提出されなかった場合、規

定審議会の臨時会合の決定は、事務総長がクラブに審議会の報告を送付してから 1カ月後

に効力を発するものとする。所定数のクラブが反対の意思表示をした場合、その決定は、第

9.150.節の規定にできる限り沿った形で、クラブの投票にかけられるものとする。 

 

第 8条 決議審議会 

8.010. 決議審議会の会合 

8.020. 決議案 

8.030. 決議案の提出者 
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8.040. クラブおよび地区提出の決議案の承認 

8.050. 決議審議会で審議される制定案   

8.060. 決議案と制定案の締切日 

8.070. 正規の手続で提出された決議案、欠陥のある決議案 

8.080. 決議案と制定案の審査 

8.090. 審議会に回付されない決議案と制定案 

8.100. 制定手続 

8.110. 決議案の採択 

8.120. 採択決議案 
 
8.010. 決議審議会の会合 

決議審議会は、正規の手続で提出された決議案を電子的手段によって審議し、決定するため

に、毎年招集される。  

 

8.020. 決議案 
決議案とは、決議審議会の意見の表明である。 

 

8.030. 決議案の提案者 
決議案は、クラブ、地区、RIBI審議会または大会、および理事会が提案できる。 

 

8.040. クラブおよび地区提出の決議案の承認 
クラブおよび地区が提案する決議案は地区大会、地区立法案検討会、RIBI地区審議会、ま

たは第 12.050.節の手続にできるだけ沿った形でガバナーの実施するクラブ投票によって、

地区の承認を受けなければならない。事務総長に提出される決議案は、承認されたことをガ

バナーが証するものとする。  

 

8.050. 決議審議会で審議される制定案 
決議審議会は、規定審議会の特別会合として理事会が緊急性があると判断し、正規の手続で

提出した制定案を審議し、決定を行うものとする。ただし、緊急性の範囲は、前回の規定審議

会以降に発生した事態に対応するものに限定すべきである。 

 

8.060. 決議案と制定案の締切日 
決議審議会の開催の前年度 6月 30日までに、事務総長が決議案を受理しなければならな

い。理事会は、決議案を、審議会の閉会までいつでも提案することができる。理事会は、緊急

の制定案を、その案件が審議される決議審議会の開催の前年度 6月 30日までに、事務総

長に提出することができる。理事会は、TRF管理委員会の事前の承諾なしには、TRFに関連

する立法案を提出しないものとする。 

 

8.070. 正規の手続で提出された決議案、欠陥のある決議案 
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8.070.1. 正規の手続で提出された決議案 
第 8.030.節、第 8.040.節、および第 8.060.節に準拠していれば、正規の手続で提出され

た決議案と見なされる。 

 

8.070.2. 欠陥のある決議案 
次の場合、決議案は欠陥があると見なされる。 

(a)  組織規定の文言と精神に抵触する行為もしくは意見表示を要請する場合。  

(b) 理事会または TRF管理委員会の裁量の範囲内にある運営または管理にかかわる行為

を要請する場合。  

(c) 理事会または TRF管理委員会によって既に実施されている行為を要請する場合。  

(d) RIのプログラムの範囲内にない場合。 

 

8.080. 決議案と制定案の審査 
理事会は、定款細則委員会に、理事会に代わってすべての決議案と制定案を審査し、欠陥が

あれば、提案者にその旨通告する権限を与える。委員会は、決議案と制定案が正規の手続で

提出された欠陥のないものである場合は、理事会に推奨する。 

 

8.090. 審議会に回付されない決議案と制定案 
決議案または制定案が正規の手続で提出されていない、または正規の手続で提出されたが

欠陥があると理事会が決定した場合、その決議案または制定案は審議会に回付されず、事務

総長が提案者にこの旨通告するものとする。 

  

8.100. 制定手続 
決議審議会で採択されたすべての制定案について、第 7.090.3.2.項から第 7.090.4.項ま

での手続および期限が適用されるものとする。 

 

8.110. 決議案の採択 
決議案の採択は、審議会で投票する人の過半数の賛成票を要する。 

 

8.120. 採択決議案   
理事会は、決議審議会が終了してから 6カ月以内に、採択決議案を審議し、投票するものと

する。理事会が特定の決議案の実施を否決した場合、その決定の理由を提供し、文書化する

ものとする。理事会は、審議会によって採択された決議にかかわるすべての理事会の決定に

ついて、全ガバナーおよび全審議会議員に通知するものとする。  

 

第 9条 審議会の構成と手続 

9.010. 代表議員 

9.020. 代表議員の資格条件 

9.030. 代表議員の任務 

9.040. 代表議員の任期 
9.050. 指名委員会による代表議員の選出 

9.060. 地区大会における代表議員の選挙 
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9.070. クラブ投票による代表議員の選挙 

9.080. 代表議員の氏名の報告と公表 

9.090. 代表議員または補欠議員が務めを果たせない場合 

9.100. 信任状 

9.110. 審議会役員 

9.120. 審議会運営委員会  

9.130. 定足数と投票 

9.140. 審議会手続 

9.150. 審議会後の手続 

 
9.010. 代表議員 
代表議員は規定審議会および決議審議会の投票権を有する議員である。各地区は、第

9.050.節、第 9.060.節、および第 9.070.節に規定された通り、代表議員 1名を選挙する。

無地区クラブは、一地区を選び、その地区の代表議員にクラブを代表させるものとする。  

 

9.020. 代表議員の資格条件 
各代表議員は、  

(a)  代表する地区内のクラブの会員であるものとする。 

(b)  選挙時に、RI役員として全期務めたことがある者であるものとする。ただし、元役員が

地区内で得られないということをガバナーが証明し、RI会長が同意した場合は、ガバ

ナーとして全期務めていないロータリアンやガバナーエレクトを選んでも差し支えない。 

(c)  代表議員の任務と責務を理解し、これを果たすための資格と意思、および能力を持ち備

えているものとする。 

 

9.020.1. 被選資格がない 

審議会の投票権を有しない議員、および RI、地区、またはクラブの常勤、有給の職員は、審議

会の投票権を有する議員を務めないものとする。 

 

9.030. 代表議員の任務 
代表議員は、次の任務を果たすものとする。 

(a)  クラブによる制定案と決議案の作成を援助すること。 

(b)  地区大会およびその他の地区会合で、立法案と決議案を討議すること。 

(c)  地区内のロータリアンの意向をよく知っておくこと。 

(d)  審議会に提出された立法案と決議案のすべてを慎重に検討し、審議会に見解を的確に

伝えること。 

(e)  RIの公正な立法当務者として行動すること。 

(f)  規定審議会の会議に、全会期を通じて出席すること。 

(g)  決議審議会に参加すること。 

(h)  地区内のクラブに、審議会の審議に関する報告をすること。  
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9.040. 代表議員の任期 
代表議員の任期は、規定審議会の翌年度の 7月 1日に始まる。各代表議員は、3年間、また

は後任者が選出、証明されるまで任期を務めるものとする。 

 

第 9.040.節に関する暫定規定 
2025 年規定審議会において制定案 25-57 により採択された第 9.040.節の改正は、理

事会が適切だと判断した方法で実施されるものとする。 

 

9.050. 指名委員会による代表議員の選出 

代表議員および補欠は、本節の規定に矛盾しない限り、第 12.030.節に準拠した指名委員

会の手続によって選出されるべきである。地区が指名委員の選出方法を採択できなかった場

合、指名委員会は、地区内クラブの会員であり、委員を務める意思があり、実際に務めを果た

すことのできるすべてのパストガバナーによって構成されるものとする。代表議員の候補者は

指名委員会の委員を務めないものとする。代表議員は、規定審議会が開かれる年度の 6月

30日までに選出されるものとする。 

 

9.060. 地区大会における代表議員の選挙 
 

9.060.1. 選挙 

地区が指名委員会手続を使用しない場合、地区大会、地区立法案検討会にて、また RIBIの

地区の場合は地区審議会にて、代表議員および補欠を選挙してもよい。選挙は、規定審議会

が開かれる年度の 6月 30日までに行うものとする。RIBIの地区の場合、規定審議会が開

かれる年度の 10月 1日を過ぎてから開かれる地区審議会において行われるものとする。 

 

9.060.2. 推薦 
クラブは、代表議員を務める意思があり、実際に務めが果たせる者で、審議会議員となる資格

のある地区内のクラブ会員を推薦できる。クラブ会長と幹事は、推薦書を作成してこれを証 

し、ガバナーに提出するものとする。候補者を指名するクラブがこの候補者の所属クラブでは

ない場合、推薦が認められるには、候補者の所属クラブの会長と幹事もこの推薦を証するも

のとする。 

 

9.060.3. 代表議員の候補者が 1名のみ 

候補者が 1名のみである場合、投票は行わないものとし、ガバナーはその候補者を代表議員

として公表し、地区内クラブの資格のある会員を補欠議員に任命するものとする。 

 

9.060.4. 代表議員と補欠議員の選出 

地区大会または地区立法案検討会にて過半数の票を得た候補者を規定審議会と決議審議

会の代表議員とする。候補者が 2名しかいない場合、過半数が得られなかった候補者を補欠

とし、代表議員が務めを果たせない場合にのみ、この補欠がその任に就く。投票手続は第

12.050.節および第 12.050.1.項の規定に従うものとする。 
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9.070. クラブ投票による代表議員の選挙  
 
9.070.1. クラブ投票の承認 

地区大会または地区立法案検討会に出席し投票する選挙人の多数決をもって、代表議員お

よび補欠をクラブ投票によって選出することができる。地区大会で認められた場合、クラブ投

票は、地区大会の翌月に実施されるものとする。  

 

9.070.2. 推薦 
ガバナーは、代表議員候補者を推薦するよう公式の要請書を地区内のクラブに送付するもの

とする。クラブ会長と幹事は自らが証した推薦書を作成してガバナーに送付するものとする。

候補者を指名するクラブがこの候補者の所属クラブではない場合、候補者の所属クラブの会

長と幹事もガバナーに対してこの推薦を証するものとする。すべての推薦書はガバナーの定

める期日までにガバナーのもとに届いていなければならない。  

 

9.070.3. クラブ投票による選挙 

ガバナーは、有資格の候補者をアルファベット順に載せた投票用紙を各クラブに送付し、クラ

ブ投票を実施するものとする。ガバナーの定めた期日までに、自分の氏名を投票用紙から除

外することを要請した候補者は除かれるものとする。クラブの投票数は、第 15.050.2.項に

規定した計算式によって決定する。ガバナーは、実質的に本項に従って、クラブ投票を実施す

る委員会を任命することができる。選挙は規定審議会の年度の 6 月 30 日までに実施され

るものとする。 

 

9.080. 代表議員の氏名の報告と公表   

 

9.080.1. ガバナーにより事務総長に報告 
ガバナーは、審議会の代表議員および補欠の氏名を、選出後直ちに事務総長に報告するもの

とする。 

 

9.080.2. 審議会代表議員の氏名の公表 
審議会が招集される少なくとも 30日前までに、事務総長は、代表議員全員の氏名を代表議

員に公表するものとする。 

 

9.090. 代表議員または補欠議員が務めを果たせない場合 

代表議員が務めを果たせない場合、補欠が新たな代表議員となる。補欠が務めを果たせない

場合、または補欠が選出されていない場合、ガバナーは、地区内クラブの資格ある会員を新

たな代表議員に選出するものとする。 

 

9.100. 信任状 
事務総長は代表議員の信任状の査証をするものとし、規定審議会がこれを審査するものとす

る。 
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9.110. 審議会役員 
審議会の役員は、議長、副議長、議事運営手続の専門家（parliamentarian）、および幹事

である。審議会議長、副議長、議事運営手続の専門家は、審議会の直前年度に次期会長によ

り選出され、3年間または後任者が選出されるまで任務を務めるものとする。事務総長は役

員の氏名をすべてのクラブに公表するものとする。議長および副議長は、議長席にあって可否

同数の場合、これを決定する投票を行うことができるが、それ以外の場合には、投票権を有し

ない議員とする。 

 

9.110.1. 議長 
議長は、審議会の司会を務め、本細則と会議運営手続規則に定められた任務およびその職

責に属する任務を行う。 

 

9.110.2. 副議長 
副議長は、議長により指示された場合、あるいはその他の事情で必要になった場合に、司会を

務める。副議長は、必要に応じて議長を補佐する。 

 

9.110.3. 議事運営手続の専門家 
議事運営手続の専門家は、議事運営手続に関して議長と審議会に提言する。 

 

9.110.4. 幹事 
事務総長は、審議会幹事となる。または、会長の承認を得て、自分に代わって幹事を務める者

を任命することができる。 

 

9.110.5. 定款細則委員会 
定款細則委員会の委員は、審議会の投票権を有しない議員である。審議会議長は、立法案お

よび決議案の案件を各委員に割り振り、委員は、案件を研究し、その趣旨、背景、効果につい

て審議会に報告する。 

 

9.110.6. 投票権のない議員 
会長、会長エレクト、理事会のほかのメンバー、および事務総長は、審議会の投票権を有しな

い議員である。管理委員会の選んだ TRF管理委員 1名は、審議会の投票権を有しない議員

である。 

 

9.110.7. 特別議員 
会長は、規定審議会の投票権を有しない議員として特別議員を 3名まで任命できる。特別議

員は、審議会議長の指示の下にその任務を遂行する。立法案の公表後に、審議会議長は、 

立法案件を各特別議員に割り当てる。各特別議員は、その立法案件を検討し、各案件につい

て、審議を容易にし、十分討議されなかった立法案件について規定審議会に情報を提供する

用意をしておくものとする。 
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9.120. 審議会運営委員会 
審議会運営委員会（審議会議長が委員長を務め、議長および副議長、定款細則委員会の委員を

もって構成される）は、規定審議会の立法案の審議順序を推奨し、決議審議会の審議順序を採択

するものとする。委員会は、委員会または審議会が立法案または修正案の中に見つけた欠陥を直

すために、修正案を起草および訂正することができる。委員会は、採択された制定案が十分な効

果をもつように、本細則と標準ロータリークラブ定款の関連個所の修正文案を作成するものとす

る。さらに、関連個所の修正に関する規定審議会報告を作成するものとする。 

 

9.130. 定足数と投票 
投票権を有する審議会議員の 2分の 1を定足数とする。投票権を有する各議員は、投票に

付せられた案件につき 1票を投じることができる。審議会においては、委任状による代理者の

投票を認めない。 

 

9.140. 審議会手続 
 
9.140.1. 会議運営手続規則 
審議会運営委員会は、規定審議会の会議運営手続規則を推奨し、決議審議会の会議運営手

続規則を採択するものとする。各規定審議会はその都度、議事に用いる会議運営手続規則を

採択できる。この規則は、本細則に抵触しないものとし、後の審議会で新しい規則が採択され

るまで有効とされるものとする。  
 

9.140.2. 異議の申し立て 
規定審議会は、議長が下したいかなる決定にも異議を申し立てることができる。議長による決

定を覆すには、規定審議会の過半数の票が必要とされる。 

 

9.150. 審議会後の手続 
 
9.150.1. 報告 
審議会閉会後 10日以内に、議長は、審議会の決定に関する報告書を事務総長に送付するも

のとする。審議会閉会後 2カ月以内に、事務総長は、採択したすべての立法案または決議案

に関する報告書を各クラブに送付するものとする。報告書には、クラブが反対の意思を表示で

きる書式を添付するものとする。 

 

9.150.2. 審議会の採択に関する反対 
クラブは、規定審議会によって採択された立法案に対して反対の意思表示を提出できる。そ

の期日は、クラブが反対の意思表示をする書式を送付してから少なくとも 2カ月後とする。反

対の意思表示の書式は、クラブ会長が証さなければならず、かつ、期日までに事務総長のもと

に届かなければならない。事務総長は、それらの書式を調べ、表にし、ロータリーのウェブサイ

トで票数を公開する。 
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9.150.3. 審議会の採択の一時保留 
審議会での立法案の採択は、すべてのクラブの有効投票の少なくとも 5パーセントに相当す

るクラブから反対の意思表示を受けた場合、その効力は一時保留される。 

 

9.150.4. クラブ投票による投票 
いずれのクラブも、一時保留とされた立法案について投票できる。事務総長は、一時保留後 1

カ月以内に、投票用紙を各クラブに配布するものとする。投票は、一時保留とされた立法案の

審議会による採択を維持すべきか否かを問う。クラブの投票数は、第 15.050.2.項に規定し

た計算式によって決定する。投票はクラブ会長が証さなければならず、かつ投票用紙に記載さ

れた期日までに事務総長のもとに届かなければならない。その期日は、クラブによる投票に少

なくとも 2カ月を与えるものとする。 

 

9.150.5. 投票委員会の会合 
会長が投票委員会を任命し、投票用紙を数える時、場所、方法を定める。これは投票の期日

から 2週間以内とする。投票委員会は、委員会閉会後 5日以内に事務総長に結果を報告す

るものとする。 

 

9.150.6. 投票結果 
クラブが投じうる投票数の過半数が審議会の採択に反対した場合、その採択は一時保留の

日より無効とされる。それ以外の場合、一時保留とされた採択は、一時保留がなかったものと

して復活する。 

 

9.150.7. 審議会採択の発効日 
審議会による立法案または決議案の採択は、本細則第 9.150.3.項の下に反対により一時保

留とされない限り、審議会閉会直後の 7月 1日に効力を生じる。 

 
第 10条 会長の指名と選挙 

10.010. 会長の指名 

10.020. 会長指名委員会 

10.030. 会長指名委員の選挙 

10.040. 委員会の手続 

10.050. 委員会による指名 

10.060. 委員会の報告 

10.070. クラブによる追加指名 

10.080. 第 10.070.節に規定されていない不測の事態 

10.090. クラブ投票 

 
10.010.会長の指名 
元会長または理事会の現メンバーは、会長に指名されないものとする。 
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10.020.会長指名委員会 
 

10.020.1. 組織方法 
会長指名委員会は、34のゾーンから以下のように選挙された 17名の委員によって構成され

る。 

(a)  偶数の年には、各奇数ゾーンが委員会の委員を選ぶものとする。 

(b)  奇数の年には、各偶数ゾーンが委員会の委員を選ぶものとする。 

 

10.020.2. RIBIからの委員 
ゾーン全体が RIBI内にあるゾーンは、RIBI審議会で定められた通り、RIBI内全クラブのク

ラブ投票によって委員を選挙する。RIBIの幹事が RI事務総長に対して委員の指名を正式

に伝える。 

 

10.020.3. 資格要件 
この指名委員会の委員はいずれも、  

(a)  本人が選挙されたゾーン内のクラブの会員であるものとする。 

(b)  会長、会長エレクト、元会長、会長エイドではないものとする。 

(c)  選挙の時点において過去 10年以内に RI理事または TRF管理委員を務めた元 RI

理事または元 TRF管理委員であるものとする。指名委員会の委員として選挙または任

命することのできる元理事または元管理委員がゾーン内から得られない場合は、第 17

条に規定する常任委員会の委員を過去 10年以内に務めた元理事または元管理委員

を選挙または任命できるものとする。指名委員会の委員として選挙または任命すること

のできる元理事も元管理委員もゾーン内から得られない場合は、元ガバナーであって

も、本細則第 17条に規定する常任委員会の委員を少なくとも 1年務めた者であれ 

ば、選挙または任命することができるものとする。 

(d) 本委員会の委員となるのは 3回を限度とするものとする。 

 

10.030. 会長指名委員の選挙 
 

10.030.1. 適格な候補者への通知 
3月 1日から 15日までに、事務総長は、適格な元理事および元管理委員全員に対して、指

名委員として考慮されることを望むかどうかを尋ねる。元理事と元管理委員は、指名委員を務

める意思があり、実際に務めを果たすことができるかを、4月 15日までに事務総長に通知し

なければならない。通知しない場合、委員として考慮されることはない。  

 

10.030.2. ゾーン内に適格な候補者が一人のみの場合 
指名委員を務める意思があり、実際に務めを果たすことのできる適格な元理事または元管理

委員がゾーンに一人しかいない場合、会長は、その候補者をゾーンの委員として宣言するも

のとする。 
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10.030.3. ゾーン内に適格な候補者が二人以上いる場合 
指名委員を務める意思があり、実際に務めを果たすことのできる適格な元理事または元管理

委員が二人以上いる場合、指名委員と補欠委員がクラブ投票で選ばれるものとする。 

 

10.030.3.1. 投票の手続 
事務総長は、単一移譲式投票の投票用紙を準備し、適格な候補者全員の氏名をアルファベッ

ト順に記載するものとする。事務総長は、投票用紙に候補者一人一人の写真と履歴書を添え

て、5月 15日までにゾーン内の各クラブに送付するものとする。記入した投票用紙は、6月

15日までに RI世界本部の事務総長のもとに必着するよう返送されるものとする。クラブの

投票数は、第 15.050.2.項に規定した計算式によって決定する。 

  

10.030.4. 投票委員会の会合 
会長によって任命された投票委員会は、会長の決定する時と場所、および方法において会合

し、投票用紙を審査し、これを数える。この会合は、6月 25日までに開かれる。会合から 5

日以内に、投票委員会は、開票結果を事務総長に対して書面で証するものとする。 

 

10.030.5. 委員と補欠委員の公表 
過半数の投票を獲得した候補者が、指名委員会委員となる。第 2順位の票数を得た者は、委

員会の補欠委員となり、選出された委員が務めを果たせない場合にのみその任に就く。委員

と補欠委員の投票手続では、必要であれば第 2選択以下の選択票を加算するものとする。

最高得票が同数となった場合、同数となった候補者から、理事会が委員と補欠委員を任命す

るものとする。 

 

10.030.6. 欠員 
委員に欠員が生じた場合、委員を務める意思があり、実際に務めを果たすことのできる、1月

1日現在にそのゾーンの最も新しい元理事が新しい委員となるものとする。 

 

10.030.7. 任期 
委員の 1年間の任期は、選挙が行われた暦年の 7月 1日に始まるものとする。補欠委員が

委員会委員に代わった場合、その補欠者は、委員の残存任期中に委員を務めるものとする。 

 

10.030.8. 細則に規定されていない欠員 
本項に定められていない場合の委員の欠員については、理事会が、なるべく欠員が生じたそ

のゾーン内のクラブから、欠員を補充する委員を任命するものとする。 

 

10.040. 委員会の手続 
 
10.040.1. 委員の氏名の通知 
事務総長は、委員の選出後 1カ月以内に、委員会委員の氏名を理事会およびクラブに通知す

るものとする。 
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10.040.2. 委員長の選出 
委員会は、委員会会合を開いたときに、委員の中から委員長を選挙するものとする。 

 

10.040.3. 指名委員会への氏名の提出 
事務総長は、5月1日から5月15日の間に、資格を有するロータリアンに通知し、会長の被指

名者として考慮されることを希望するかどうかを尋ねるものとする。会長を務める意思を事務

総長に通知する期限は、6月15日とする。6月15日までに事務総長に返答しないロータリアン

は、指名委員会によって考慮されない。事務総長は、指名委員会会合の少なくとも1週間前ま

でに、会長を務める意思のあるロータリアンのリストを同委員会、およびこのリストを要請した

すべてのロータリアンに提出するものとする。 

 

10.050. 委員会による指名 
 
10.050.1. 最適任のロータリアン 
委員会は、会合を開き、会長を務める意思があることを表明した元理事のリストの中から、居

住国にかかわらず、最適任のロータリアンを指名するものとする。ただし、委員会は同じ居住

国からの候補者を2年連続で指名しないものとする。 

 

10.050.2. 委員会会合 
委員会は、8月 15日までに、理事会の定める時と場所、および方法で開かれるものとする。

すべての候補者は、理事会が定めた手続に従って、委員会による面接の機会が与えられるも

のとする。 

 

10.050.3. 定足数と投票 
委員 12名をもって定足数とするものとする。委員会のすべての議事は多数決によるものとす

る。ただし、委員会による会長ノミニーの選出には、委員のうち少なくとも 10名がそのノミニ

ーに投票することを要する。 

 

10.050.4. 会長ノミニーの辞任と新ノミニーの選出手続 
会長ノミニーが就任できなくなった場合、または会長に辞表を提出した場合、以後そのノミニ

ーをその年度の会長に指名または選挙することはできないものとする。会長はこれを委員会

の委員長に通知するものとし、委員会は、次の手続を用いて、被選資格を有する他のロータリ

アンを会長ノミニーとして選出するものとする。 

 

10.050.4.1. 委員会手続 
委員長は、直ちに会合の手続を開始する権限を与えられる。会長が委員会の時と場所および

方法を定める。 

 

10.050.4.2. 対抗候補者 
指名委員会が改めてノミニーを選出する場合、クラブは、対抗候補者を提出する十分な期間

を理事会により与えられるものとし、書類の提出期限に関するものを除き、第 10.070.節の

規定に従うものとする。 
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10.050.4.3. 細則に規定されていない不測の事態 
不測の事態が生じた場合、理事会が、取るべき措置を決定するものとする。 

 

10.060. 委員会の報告 
クラブ宛の委員会報告は、委員会の閉会後 10日以内に、委員長が事務総長に対して書式で

証さなければならない。30日以内に、事務総長は報告書を各クラブに送付するものとする。 

 

10.070. クラブによる追加指名 
指名委員会によって行われる指名のほかに、以下の方法で対抗候補者を指名することができ

る。 

 

10.070.1. 以前審議され、同意を得た候補者 
クラブは、第 10.040.3.項に従い、対抗候補者として会長に指名されることを考慮される意

思があることを事務総長に通知したロータリアンを、クラブが採択した決議を通じて推薦する

ことができる。この決議は、地区大会またはクラブ投票によって、地区内クラブの少なくとも過

半数の支持を得なければならない。支持は、ガバナーが事務総長に対し書式で証さなければ

ならない。この決議には、クラブの承認を得るために自己の氏名がクラブに提出されることに

同意した被推薦ロータリアンからの書面を添付しなければならない。この条件は 9月 15日ま

でに受理されなければならない。 

 

10.070.2. 対抗候補者をクラブに通知 
9月 15日の後、事務総長は、推薦された対抗候補者の氏名をクラブに通知し、支持書式を

提供するものとする。 

 

10.070.3. 対抗候補者がいない場合 
対抗候補者がいない場合、会長は、指名委員会選出のノミニーを会長ノミニーと宣言するも

のとする。 

 

10.070.4. 対抗候補者が支持された場合 
11月 1日の時点において、対抗候補者が、直前のクラブ請求書の時点で RIに加盟している

クラブの少なくとも 1パーセントの支持（支持の少なくとも半分は対抗候補者の所属ゾーンの

クラブ以外からでなければならない）を得たなら、この対抗候補者および指名委員会選出のノ

ミニーは、第 10.090.節の規定に従って投票に付されるものとする。対抗候補者が 11月 1

日までに所定の支持を得ていなければ、会長は、指名委員会選出のノミニーを会長ノミニーと

して宣言するものとする。 

 

10.070.5. 支持の有効性 
第 10.090.1.項に規定されている投票委員会は、返送されてきた支持書が正当なものかどう

か調べ、数え、証明し、会長に報告するものとする。委員会は、対抗候補者に対する支持書が

十分集まったものの、その支持書の正当性に疑義を抱く然るべき理由があると考えた場合、
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その旨、会長に報告するものとする。会長は、選挙審査委員会を招集し、この支持書の有効性

を判定させるものとする。その判定後に投票委員会が会長に報告するものとする。 

 

10.080. 第 10.070.節に規定されていない不測の事態 
第 10.070.節の規定に定められていない不測の事態が生じた場合、取るべき措置を理事会

が決定するものとする。 

 

10.090. クラブ投票 
第 10.070.節で規定されるクラブ投票による会長選挙の手続は、次のように行われるものと

する。 

 

10.090.1. 投票委員会 
会長は、投票用紙の準備を監督するために、また投票を受理し、これを数えるために投票委

員会を任命するものとする。 

 

10.090.2. 投票用紙の書式 
投票委員会は、単一移譲式投票による投票用紙を準備するものとする。投票用紙には、指名

委員会選出の候補者の氏名に次いで、推薦された全候補者の氏名をアルファベット順に列記

するものとする。指名委員会選出の候補者の氏名には、指名委員会選出と投票用紙に明記す

る。 

 

10.090.3. 投票用紙の配布 
投票委員会は、1月 1日までに投票用紙を各クラブに送付し、票に記入して 2月 15日まで

に RI世界本部の投票委員会に必着するよう返送する旨指示を添えるものとする。投票用紙

に候補者の写真と履歴書を添えるものとする。 

 

10.090.4. クラブの投票 
クラブの投票数は、第 15.050.2.項に規定した計算式によって決定する。 

 

10.090.5. 投票委員会の会合 
投票委員会は、2月 20日までに、会長の決定する時と場所および方法において会合を開く

ものとする。委員会は、投票用紙を審査し、これを数える。投票委員会は、結果を 5日以内に

事務総長に対して書面で証するものとする。 

 

10.090.6. 投票の集計 
過半数の票を獲得した候補者が、会長エレクトと宣言されるものとする。必要であれば、第 2

選択票および第 3以下の選択票をすべて算入するものとする。 

 

10.090.7. 会長エレクトの発表 
会長は、2月 25日までに会長エレクトの氏名を公表するものとする。 
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10.090.8. 同数の場合 
得票数が同数となった場合、指名委員会選出の候補者が会長エレクトとして宣言されるもの

とする。投票数同数の候補者がいずれも指名委員会選出の人でない場合、理事会が、その一

人を会長エレクトに選ぶものとする。 

 

 第 11条 理事の指名と選挙 

 11.010. ゾーン制の理事の指名 

 11.020. 指名委員会手続による理事ノミニーと補欠の選挙 

 11.030. クラブ投票手続 

 11.040. RIBI役員の指名 

 
11.010. ゾーン制の理事の指名 
理事の指名は、ゾーンによって行うものとする。 

 

11.010.1. ゾーンの数 
世界を理事会が定める通り 34のゾーンに分割するものとする。理事会は、ゾーンの境界を

定めるに当たり、理事会が重要だと判断したロータリアンの数、地理的、言語的、文化的、その

他の要素を考慮できる。  

 

11.010.2. 指名日程 
各ゾーンは、理事会の定める日程に従って、4年おきにゾーン内のクラブ会員から 1名の理

事を指名するものとする。 

 

11.010.3. ゾーンの境界の定期的見直し 
理事会は、少なくとも 8年に 1度に、ゾーンの構成を見直すものとする。理事会はまた、必要

に応じて同じ目的のために臨時の見直しを行うことができる。ゾーン構成の改正は、理事会が

行うことができる。 

 

11.010.4. ゾーン内のセクション 
ゾーン内で理事を指名するために、理事会は、ゾーン内にセクションを新設、変更、廃止するこ

とができる。理事会の定める日程に基づいて RI理事を指名するものとする。  

 

11.010.5. RIBIのゾーンからの理事 
ゾーン全体が RIBI内にあるゾーンや、ゾーンの 1セクションが RIBI内にあるセクションの

理事 1名は、RIBI内のすべてのクラブによって、RIBI審議会の定める方法および時期でク

ラブ投票を行い、指名されるものとする。ノミニーの氏名は RIBIの幹事から事務総長に書面

で証されるものとする。 

 

11.020.指名委員会手続による理事ノミニーと補欠の選挙 
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11.020.1. 指名委員会手続の一般規定 
理事ノミニーと補欠は、ゾーン全体が RIBI内にあるゾーンや、ゾーンの 1セクションが RIBI

内にあるセクションを除き、指名委員会手続によって選出されるものとする。理事指名委員候

補者を指名できるゾーン内の区域を限定できるという細則の規定や非公式の了解事項があ

るが、指名委員会は、RIBI内の地区と RIBI外の地区両方を含むゾーンを除き、ゾーン全体

から集めるものとする。ただし、ゾーン内に二つ以上のセクションがある場合、ゾーン内の各セ

クションにある地区の過半数が、地区大会で採択した決議によって、ゾーン内のすべての地区

からの選出に同意しない限り、理事を指名するセクション内の地区のみから指名委員会を選

出するものとする。この決定を行うための手続は、理事会によって定められるものとする。  

 

指名委員会の選挙について同意が効力をもつには、選挙前の年度の 3月 1日までに地区 

ガバナーが事務総長に書面で証さなければならない。ゾーンを構成する地区が変更された場

合、このような同意は無効になるものとする。しかし、ゾーン内の過半数の地区が地区大会の

決議でこの同意を撤回し、地区ガバナーが事務総長にその撤回を書面で証さない限り、この

同意は効力をもち続けるものとする。 
 
11.020.2. RIBI内のセクションと RIBI外のセクションを含むゾーンの指名委員会手続 
RIBI内にあるセクションと RIBI外にあるセクションを含むゾーンにおいては、理事ノミニー

とその補欠は、RIBI外のセクションで指名委員会手続により選出するものとする。RIBI以外

のセクションの指名委員会は、そのセクションから選ばれるものとする。  

 

11.020.3. 指名委員会の構成 
指名委員会は、規定に従い、ゾーンまたはセクションに含まれる地区内クラブによって各地区

から 1名選挙された委員から構成されるものとする。各委員は、当該ゾーンまたはセクション

内のクラブの会員で、選出の時点でパストガバナーであるものとする。委員は 1年の任期をも

って選出されるものとする。理事または元理事は、指名委員会の委員となることはできないも

のとする。いかなるロータリアンも、指名委員会の委員を 3回以上務めないものとする。各委

員はそれぞれ 1票の投票権を有するものとする。 

 

11.020.4. 選挙 
第 11.020.9.項、第 11.020.10.項、および第 11.020.11.項に規定されている場合を除き、

指名委員会の委員と補欠委員は、指名が予定されている年の前年の地区大会またはガバナ

ーが実施するクラブ投票で選挙されるものとする。理事指名委員会の委員と補欠委員の選挙

のための地区投票にクラブが参加するには、クラブは、投票を行うロータリー年度において義

務づけられた地区賦課金を納入済みであるものとし、地区に負債がないものとする。クラブの

納入や負債の状況はガバナーが判断する。 

 

11.020.5. 推薦 
地区内のクラブは、指名委員を務める意思があり、実際に務めが果たせることを示している会

員がいる場合、委員となる資格のあるクラブ会員を推薦できる。クラブは、その推薦を書面で

証するものとし、クラブ会長と幹事の署名がなければならない。この推薦書は、ガバナーに提

出され、地区大会または地区立法案検討会において選挙人に、またはガバナーが実施するク
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ラブ投票においてクラブに提示されるものとする。地区大会または地区立法案検討会におけ

る投票の場合、各クラブは、そのクラブが有するすべての票を投じる 1名の選挙人を指定する

ものとする。2票以上を有するクラブが投じるすべての票は、同じ候補者に投じられるものと

する。3名以上の候補者がおり単一移譲式投票方式が必要とされる、または用いられる投票

において、2票以上を有するクラブが投じるすべての票は、同じ優先順位に従った候補者に

投じられるものとする。 

 

11.020.6. 指名委員と補欠委員 
過半数の票を獲得した候補者を指名委員とするものとする。第 2位の票数を獲得した候補者

が補欠委員となるものとし、この補欠委員は、委員が務めを果たしえない場合に限り、指名委

員を務める。 

 

11.020.7. 指名委員として公表された候補者 
地区で指名委員候補として推薦された者が 1名のみの場合、投票は必要とされないものとす

る。ガバナーはこの者を指名委員として公表するものとする。 

 

11.020.8. 委員も補欠委員も務めを果たせない場合 
委員も補欠委員も務めを果たせない場合、ガバナーは、地区内クラブの適格な会員を指名委

員に指名することができる。 

 

11.020.9. 指名委員会の手続による委員の選出 
指名委員会の委員と補欠委員は、本節の規定に矛盾しない限り、第 12.030.1.項に準拠した

指名委員会の手続によって選出できる。地区が指名委員の選出方法を採択できなかった場

合、指名委員会は、地区内クラブの会員であり、委員を務める意思があり、実際に務めを果た

すことのできるすべてのパストガバナーによって構成されるものとする。委員の候補者は、指

名委員会の委員となる資格がないものとする。  

 

11.020.10. クラブ投票による委員の選出 
地区大会に出席し投票する選挙人の過半数の票をもって、指名委員および補欠委員をクラブ

投票によって選出できる。クラブ投票は、第 11.020.11.項に従って、該当年度の 5月 15日

までに実施するものとする。 

 

11.020.11. クラブ投票手続 
ガバナーは、指名委員会の委員と補欠委員の推薦を要請する公式の要請書を地区内の各ク

ラブに送付するものとする。推薦はすべて書面でクラブ会長と幹事が署名しなければならず、

ガバナーが定めた期日までにガバナーのもとに届かなければならない。ガバナーは、有資格

被推薦者をアルファベット順に載せた投票用紙を各クラブに送付するものとする。候補者は、

ガバナーが定めた期日までに、自分の氏名を投票用紙から除外することを要請できる。ガバ

ナーが定めた期日までに、自分の氏名を投票用紙から除外することを要請した候補者は除か

れる。クラブの投票数は、第 15.050.2.項に規定した計算式によって決定する。ガバナーは、

クラブ投票を実施する委員会を任命することができる。 
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11.020.12. 委員を事務総長に報告 
委員および補欠委員の氏名は、ガバナーが事務総長に報告するものとする。6月 1日よりも

後に報告された者は、指名委員会の委員とはならないものとする。 

 

11.020.13. 第 11.020.節に定められていない不測の事態 
理事会は、本節に定められていない不測の事態のための手続を決定するものとする。 

 

11.020.14. 招集者、会合の日時と場所、議長の選挙 
理事と補欠が指名される年度の 6月 15日までに、理事会は委員会委員の中から指名委員

会の招集者を指名するものとする。理事会はまた、会合を開く場所を指定するものとする。こ

の会合は、理事会から別段の許可がない限り、9月 15日から 10月 15日までの間に開かな

ければならない。委員会は会合の際、委員の一人を委員長に選ぶものとする。 

 

11.020.15. 委員会へクラブの推薦 
7月 1日までに、事務総長は当該ゾーンまたはセクション内のクラブに指名委員会の構成につ

いて通知し、そのゾーンまたはセクション内のクラブから理事の推薦を提出するよう促し、招集

者の住所を提供する。推薦書は、理事会が承認した書式を用いて提出され、候補者の写真とロ

ータリーやその他における活動に関する背景情報を含めるものとする。推薦書は 9月 1日まで

に招集者によって受理されなければならない。 

 

11.020.16. 委員会の指名 
当該ゾーンまたはセクション内のクラブの会員で、クラブから氏名が提出された人の中から理

事と補欠を指名するものとする。提出された氏名が 3名未満の場合、指名委員会は、ゾーン

またはセクション内の適格のロータリアンも選考対象として検討できる。 

委員会は、最も適格な人を指名する責任を有する。 

 

11.020.17. 指名委員会の会合 
委員会は、9月 15日から 10月 15日までの間に、理事会によって定められた時と場所にお

いて会合するものとする。委員の過半数をもって定足数とし、すべての議事は多数決によるも

のとする。ただし、委員会が理事ノミニーを選出する場合を除く。理事ならびに補欠のノミニー

は、委員会の少なくとも 60パーセントに相当する票数を獲得しなければならない。指名委員

会委員長は、理事と補欠の指名、または可否同数の場合にのみ投票できる。 

 

 

11.020.18. 委員会がノミニーを選出できない場合 
指名委員会が 60パーセントの票により理事ノミニーを選出できない場合、理事ノミニーはク

ラブ投票で選出されるものとする。クラブ投票は、第 11.030.節に定められたクラブ投票の手

続に基づき、委員会による選考に付されたすべての候補者名を含めるものとする。  
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11.020.19. 委員会の選出報告 
委員会によるゾーンの理事と補欠の指名は、委員会会合後 10日以内に事務総長に報告するも

のとする。事務総長は、指名委員会の選出について 10月 30日までにゾーンまたはセクション

内の全クラブに通知するものとする。 

 

11.020.20. ノミニーが任務を果たせない場合 
委員会によって選出された理事ノミニーが任務を果たせない場合、補欠が自動的に指名され

るものとする。 

 

11.020.21. 対抗候補者の推薦 
ゾーンまたはセクション内のどのクラブも対抗候補者を推薦できる。対抗候補者は、既に指名

委員会に対して推薦されている者でなければならない。対抗候補者の氏名は、例会で採択さ

れたクラブ決議によって提出されるものとする。決議は、地区内クラブおよびほかの一つの地

区内のクラブの少なくとも過半数の支持を得ていなければならない。その地区が 2つ以上の

ゾーンにまたがっている場合、理事を指名するゾーン内の地区のクラブおよびもう一つの地区

のクラブの過半数の支持を得なければならない。支持は、地区大会またはクラブ投票で得るも

のとする。支持は、地区ガバナーが事務総長に対して書面で証さなければならない。この決議

には、任務に就く意思があり、実際に務めが果たせるという対抗候補者の書面による意思表

示、経歴（理事会が定めた書式に記入）および最近の写真を添付しなければならない。この手

続は、当該年の 12月 1日までに完了しなければならない。さもなければ、対抗候補者は選出

に対して対抗する資格を有さない。 

 

11.020.22. 理事ノミニーの公表、クラブ投票による選出 
12月 1日までに適格な対抗候補者がいなかった場合、会長は、委員会選出のノミニーをゾーン

からの理事ノミニーとして宣言するものとする。公表は、12月 15日までに行われるものとする。

12月 1日までに、事務総長が対抗候補者の要件となる書類を受理した場合、この対抗候補者と

委員会の選出した候補者の中から 1名の理事ノミニーを、第 11.030.節に従ってクラブ投票で選

ぶものとする。 
 
11.030. クラブ投票手続 
第 11.020.節の規定により、クラブ投票によって理事ノミニーを選出する場合、その手続は次に規

定する通りとする。 
 
11.030.1. 投票 
ゾーン内のすべてのクラブが投票に参加するものとする。ただし、第 11.020.1.項または第

11.020.2.項の規定に従ってセクション内の地区から指名委員を選出するゾーンを例外とする。こ

のようなゾーンは、RI理事を指名するセクション内のクラブだけが投票に参加するものとする。 

 

11.030.2. 投票用紙の書式 
事務総長は、単一移譲式投票による投票用紙を準備するものとする。各投票用紙には、理事会が

承認した以下の書式を含めるものとする。 
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(a)  指名委員会選出の候補者の氏名を投票用紙に明記する。 

(b)  指名委員会選出の候補者の氏名に次いで、クラブが推薦した対抗候補者の氏名をアルファ

ベット順に投票用紙に列記する。 

(c) 推薦クラブから提供された各候補者の写真および履歴書。 
 
11.030.3. 投票用紙の受理締切日 
事務総長は、投票用紙に写真と履歴書を含め、次の 12月 31日までに、当該ゾーンまたはセクシ

ョン内の各クラブ宛てに送付するものとする。投票用紙は、投票を記入して 2月 1日までに世界

本部内の事務総長のもとに必着するよう返信する旨の指示を添えて送付するものとする。 
 
11.030.4. クラブの投票 
クラブの投票数は、第 15.050.2.項に規定した計算式によって決定する。  
 
11.030.5. 投票委員会 
会長は、投票用紙を審査し、これを数える投票委員会を任命するものとする。委員会は、会長の決

定する時と場所、および方法において 2月 5日までに会合を開催するものとする。委員会は、開票

結果を 5日以内に事務総長に対して書面で証するものとする。 
 
11.030.6. 投票の集計 
過半数を得た理事候補者がノミニーとして宣言されるものとする。集計にあたっては、補欠を選出

するために第 2選択票および第 3以下の選択票をすべて算入するものとする。 
 
11.030.7. 理事ノミニーの発表 
会長は、2月 10日までに、選出された理事ノミニーの氏名を公表するものとする。 

11.030.8. 同数の場合 
理事ノミニーのクラブ投票の結果、最高得票が同数の場合、再度のクラブ投票を実施するものと

する。事務総長は投票用紙の準備と送付をし、第 1次クラブ投票で最高得票を得た候補者たち

の氏名、写真と履歴書を含めるものとする。投票用紙とその他の資料は 2月 15日までに当該

ゾーンまたはセクション内の各クラブに送付するものとする。この投票用紙には、記入の上、次の

4月 1日までに世界本部内の事務総長のもとに必着するよう返送する旨の指示を添える。投票

委員会は、会長の決定する時と場所、および方法において、4月 5日までに、票を数えるための

会合を開くものとする。投票委員会は、結果を 5日以内に事務総長に対して書面で証するもの

とする。会長は、4月 10日までに当該ゾーン内の全クラブに対して、理事ノミニーを通知するも

のとする。 
 
11.030.9. 期間の延長 
理事会は、クラブに適用される本節の期日を変更できる。 
 
11.040.RIBI役員の指名 
RIBIの議長、議長エレクト、および名誉会計のノミニーは、RIBIの細則に従って選ばれ、推

薦され、指名されるものとする。 
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第 12条 ガバナーの指名と選挙 
12.010. ガバナーノミニーの選出 

12.020. ガバナーの選出手続 

12.030. 指名委員会手続 

12.040. クラブ投票によるガバナーの選出 

12.050. クラブ投票手続 

12.060. 地区大会によるガバナーの選出 

12.070. ガバナーノミニーの証明 

12.080. ガバナーノミニーの拒否 

12.090. ガバナーノミニーおよびガバナーエレクトの空席 
 
12.010.ガバナーノミニーの選出 
地区はノミニーを、ガバナーとして就任する 24～36カ月前に選出するものとする。ノミニーは、

「ガバナーノミニー・デジグネート」となり、ガバナーに就任する 2年前の 7月 1日にガバナーノ

ミニーとなるものとする。理事会は、正当かつ十分な理由により、本節の期日を延長する権限を

有するものとする。ノミニーが選挙されるのは、ノミニーが国際協議会に出席するロータリー年度

の前年度に開催される RI国際大会である。ただし、本細則の 6.010節の規定でそのような選

挙が必要とされる場合に限る。  
 
12.020. ガバナーの選出手続 
RIBI内の地区を除き、地区は、地区大会に出席し投票した選挙人の過半数によって採択さ

れた決議により、将来にガバナーノミニー・デジグネートを選出する手続として以下の 3つの

手続のうち 1つを採択するものとする。 

(a) 指名委員会 

(b) クラブ投票 

(c) 地区大会 

地区が 7月 1日までに手続を採択しなかった場合、地区は指名委員会手続を使用するもの

とする。地区は、本条の残りの項により規定されているように、採択した選出方法のすべての

手続に従わなければならない。ガバナーノミニーの選挙のための地区投票にクラブが参加す

るには、クラブは、投票を行うロータリー年度において義務づけられた地区賦課金を納入済み

であるものとし、地区に負債がないものとする。クラブの納入や負債の状況はガバナーが判断

する。 

 

12.030. 指名委員会手続 

 

12.030.1. ガバナーの指名委員会 
指名委員会の手続を採用する地区においては、委員会は、ガバナーノミニーとして最適任の

候補者を探し出し、推薦するものとする。指名委員の選出方法を含む指名委員会の職務権限

は、地区大会または地区立法案検討会に出席し投票する選挙人が採択した決議またはガバ

ナーが実施するクラブ投票により決定されるものとする。職務権限は、本細則と矛盾してはな

らない。 
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12.030.2. 指名委員会委員を選出できなかった場合 
指名委員会の手続を採択したにもかかわらず、委員を選出できなかった地区は、現在も当該

地区内のクラブ会員である、最近の 5名のパストガバナーを指名委員として選出するものと

する。委員会は、第 12.030.節に従ってその務めを果たすものとする。パストガバナーが 5

名いない場合、RI会長が、委員の数を 5名とするために、その地区の会員を指名委員に任

命するものとする。 

 

12.030.3. クラブによるガバナーノミニーの推薦 
ガバナーは、クラブに対して、ガバナー候補者の推薦を提出するよう要請するものとする。この

要請は、指名委員会への推薦の締切日の少なくとも 2カ月前に行われるものとする。この推

薦は、候補者を推薦するクラブの例会で採択され、幹事により証された決議によって提出され

るものとする。クラブは、自クラブに所属する会員を 1名だけ推薦するものとする。 

 

12.030.4. 委員会による最適任のロータリアンの指名 
委員会はガバナー職の任務を遂行することのできる最適任のロータリアンを指名するものと

し、その選出の範囲は地区内クラブによって推薦された候補者に限定されるものではない。  

 

12.030.5. 指名の公表 
指名委員会の委員長は、指名委員会の閉会後 24時間以内に、選出した候補者をガバナー

に通知するものとする。この通知を受けてから 3日以内に、ガバナーは、そのノミニーの氏名

と所属クラブをクラブに書面で通知するものとする。  

 

12.030.6. 委員会がノミニーを選出できない場合 
指名委員会が候補者選出において合意に達することができない場合、第 12.050.節に規定

されているように、または第 15.050.節に従って地区大会または地区立法案検討会において

、クラブ投票でガバナーノミニーを選挙するものとする。いずれの場合も、指名委員会に推薦

された候補者のみが参加できる。 

 

12.030.7. 対抗候補者 
当該年度の初めの時点で設立から少なくとも 1年が経過している地区内クラブは、前にガバ

ナー指名委員会に対して候補者を推薦した場合に限り、その候補者をガバナーノミニーの対

抗候補者として推薦できる。当該年度の初めの時点で設立からまだ 1年が経過していないク

ラブは、対抗候補者が自クラブの会員であり、すでに指名委員会に対して推薦されている場

合に、対抗候補者を推薦できる。対抗候補者の氏名は、クラブ例会で採択された決議によって

提出され、ガバナーの定める期日までにガバナーに提出されるものとする。その期日は、ガバ

ナーノミニー選出の通知から 14日以内とするものとする。 

 

12.030.8. 対抗候補者の支持 
ガバナーは、RI所定の書式によって全クラブに対抗候補者を通知し、この対抗を支持するか

どうかクラブに尋ねるものとする。対抗候補者を支持するには、クラブは、例会で決議を採択

し、ガバナーの定める期日までに、ガバナーに提出しなければならない。有効な対立候補者 

は、以下のいずれかから支持を得る必要がある：  
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(a) 他の 10のクラブ、もしくは  

(b) クラブ総数の 30パーセント  

いずれの場合も、これらは地区内において当該年度の初めの時点で設立から少なくとも 1年

が経過しているクラブとし、いずれか多い方の支持を得た対抗候補者が有効とみなされる。ク

ラブは、対抗候補者 1名のみ支持するものとする。 

 

12.030.9. 対抗候補者の指名 
期限から 7日以内に、ガバナーはクラブに有効な対抗候補者がいることを通知するものとす

る。この対抗候補者がガバナーによる通達後 30日間有効である場合、通知には、各対抗候

補者の氏名とその資格条件、および対抗候補者を出したクラブとこれを支持したクラブの名前

が含まれ、候補者についてクラブ投票または地区大会で投票が行われる旨が明記されるもの

とする。 

 

12.030.10. 対抗候補者が有効でない場合 
有効な対抗候補者がいない場合、ガバナーは委員会の選んだ候補者をガバナーノミニーと 

宣言するものとする。ガバナーは、15日以内にノミニーを地区内全クラブに通知するものとす

る。 

 

12.040. クラブ投票によるガバナーの選出 
ガバナーは、すべてのクラブに対して、ガバナー候補者を推薦するよう公式な要請書を送付す

るものとする。すべての推薦は書面で、クラブの会長および幹事が署名し、期日までにガバナ

ーが受理しなければならない。期日は、公式な要請書の送付から少なくとも 1カ月後であるも

のとする。クラブは、自クラブに所属する会員を 1名のみ推薦するものとする。クラブから推薦

された候補者が 1名のみの場合は投票を必要とせず、ガバナーはその候補者をガバナーノミ

ニーとして宣言するものとする。候補者が 2名以上いる場合、ガバナーは各候補者の氏名と

資格条件をクラブに通知し、ガバナーノミニーがクラブ投票によって選出されることになる。  

 

12.050. クラブ投票手続 
ガバナーは、単一移譲式投票の投票用紙を各クラブに 1枚送付するものとする。投票用紙に

は、地区指名委員会の選出した候補者名を最初に記し、次にクラブからガバナーが受け取っ

たその他の候補者をアルファベット順に列記する。ガバナーはその際、投票委員会の全委員

が署名した投票用紙を、ガバナーの定める期日までにガバナーのもとに返送する必要がある

旨の指示を添えて各クラブに送付するものとする。この期日は、ガバナーが各クラブに投票用

紙を送付した日から 15～30日であるものとする。 

 

12.050.1. クラブの投票 
クラブの投票は、第 15.050.2.項に規定した計算式（7月 1日付のクラブ請求書に基づく）に

よって決定する。クラブが 2票以上の権利を有する場合、そのクラブはすべての票を同じ候

補者に投じるものとする。クラブが票を投じる候補者の氏名は、クラブの幹事および会長が証

し、ガバナーに送付するものとする。 
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12.050.2. 投票委員会 
ガバナーは、投票集計の場所、期日、時間を公表し、3名から成る投票委員会を任命するも

のとする。投票用紙の有効性の確認は、票の集計とは別に行うものとする。委員会は投票用

紙の守秘等の手配をし、候補者またはその代理人が票の集計に立ち会うことを許可するもの

とする。  

 

12.050.3. 投票委員会の報告 
投票委員会は、候補者の 1人が過半数の票を獲得したら、直ちに、各候補者の得票数も含 

め、開票結果をガバナーに報告するものとする。過半数の票を得た候補者が、ガバナーノミニ

ーと宣言されるものとする。同数の場合、指名委員会の候補者がガバナーノミニーとして宣言

されるものとする。同数の候補者のいずれも指名委員会の選出者でない場合、ガバナーが 2

人の同数候補のうちいずれか一方をガバナーノミニーとして選出するものとする。ガバナー 

は、開票結果を各候補者とクラブに速やかに通知するものとする。投票委員会は、ガバナーが

候補者とクラブに開票結果を通知してから 30日間、全票を保管するものとする。この期間、

クラブがいつでも点検できるようにするものとする。選挙の不服申し立てが第 13.030.節に

従って提出されない場合、30日経過後、委員会の委員長が、投票用紙を破棄するものとす 

る。選挙の不服申し立てが提出された場合、それらの票は、その申し立てに対する理事会の

決定が下るまで保管されるものとする。 

 

12.060. 地区大会によるガバナーの選出 
地区が地区大会においてガバナーノミニーを選出することを選択した場合、ガバナーは、クラ

ブに対して、ガバナー候補者の推薦を提出するよう要請するものとする。推薦の要請および地

区大会における投票は、できるだけクラブ投票の規定に沿って行われる。2票以上を有するク

ラブからのすべての票は、同じ候補に投じられた場合に限り数えられるものとする。各クラブ

は、そのクラブが有するすべての票を投じる 1名の選挙人を指定するものとする。 

 

12.070. ガバナーノミニーの証明 
ガバナーは、ノミニーの宣言の 10日以内に、ガバナーノミニーの氏名を事務総長に書面で証

するものとする。 

 

12.080. ガバナーノミニーの拒否 
資格条件に欠けるガバナーノミニーの指名は拒否されるものとし、第 16.010.節および

16.020.節に従って理事会により免除されない限り、事務総長はこれを選挙のために国際大

会に提出しないものとする。 

 

12.090. ガバナーノミニーおよびガバナーエレクトの空席 
地区がガバナーノミニーを選出できなかった場合、もしくはノミニーが選挙される資格を喪失

した場合、もしくは任務を引き受けることができない、あるいは引き受ける意思がない場合、そ

して国際大会における役員選挙の前に、または国際協議会の少なくとも 3カ月前までに別の

ノミニーが選出されなかった場合、ガバナーは第 12.020.節から始まる選出手続を再度踏む

ものとする。いずれの場合も、理事会が、指名されたロータリアンをガバナーエレクトとして選

出するものとする。ガバナーエレクトもしくはガバナーノミニーが任務を引き受けることができ
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なくなった、あるいは引き受ける意思がなくなり、その後継者の選出手続が地区により完了し

ている場合には、国際大会または理事会によって選出されることを条件として、この後継者に

引き受ける意思があれば、この者が自動的に空席を埋めるものとする。後継者が選出されて

いるが、任務を引き受けることができない、あるいは引き受ける意思がない場合、理事会が、

第 16.010.節の資格条件を備えたロータリアンを選出するものとする。 

 

12.090.1. 空席の特例 
ガバナーが第 12.090.節に従って指名委員会手続を再び踏む際、当初の指名手続において

指名委員会に対していずれのクラブからも推薦がなかった場合、ガバナーは第 12.030.3.項

の手続を再び踏む必要はないものとする。  

 
第 13条 選挙の実施と審査 

13.010. 選挙運動、投票依頼、当選を図るための活動 

13.020. 指名委員会 

13.030. 選挙審査手続 

 

13.010. 選挙運動、投票依頼、当選を図るための活動 
RIの被選役職に最適任のロータリアンが選ばれるようにするため、選挙運動、投票依頼、当

選を図るための活動を含め、選挙手続に影響を及ぼすいかなる行動も禁止されているロータ

リアンは、RIの被選役職に就くために選挙運動、投票依頼、当選を図るための活動を行わな

いものとし、自分自身または他の人のためにこのような活動をさせないものとする。理事会が

特に認めていない限り、この禁止事項には、パンフレット、印刷物、書状、資料、電子メディア、

その他の通信物の、ロータリアン自身あるいは他の人によるクラブまたはクラブ会員への配布

もしくは回覧が含まれる。候補者がこのような禁止されている活動を知った場合、直ちに非難

の意を表明し、活動の中止を指示するものとする。 

 

13.020. 指名委員会 
現実に指名委員会に選ばれる選ばれないにかかわりなく、指名委員会の委員となることに書

面で同意した者、その補欠者、指名委員会候補者、また 1度選ばれて、その後辞退した指名

委員候補者、また、その配偶者、子供、親は、その指名委員会が選ぶはずだった年度の役職に

指名される資格はないものとする。 

 

13.030. 選挙審査手続 
 
13.030.1. 不服申し立て 

RI被選役職の選出手続または RI選挙の結果について疑いがある、という不服申し立ては、

以下の場合に限り、理事会によって考慮されるものとする。 

(a) 少なくとも他の五つのクラブまたは 1名の RI現役員の同意を得たクラブ、あるいは地

区またはゾーンの会合における会長代理により申し立てが行われた。 

(b) 書面による。  

(c) 投票結果の発表後 21日以内に事務総長に提出された。 
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3.030.2. 理事会の審議 
事務総長は、理事会の手続に従って、不服申し立てについて決定を下すものとする。理事会

は、申し立てを却下するか、理事会が定める一定期間において、当該被選役職または将来の

RI役職（あるいは、その両方）について候補者を失格とするか、または、ロータリアンに対し理

事会が公正かつ正当とみなす何らかの措置を講じることができる。候補者を失格とするには

3分の 2の投票を必要とする。理事会は決定を速やかに関係者に通知するものとする。  

 

13.030.3. 地区から繰り返し提出される選挙の不服申し立て 
本細則あるいは標準クラブ定款の規定にかかわりなく、以下を定めるものとする。 

(a)  過去 5年以内に、理事会が第 13.030.1.項に基づく 2件以上の地区内の不服申し立

てを支持した場合、理事会は、RI細則あるいは選挙への不服申し立て手順に違反する

とみなすに十分な理由があれば、次の措置のいずれかまたはすべてを取ることができ 

る。 

1.  ノミニーと一部またはすべての候補者を失格とし、地区内のクラブに所属する資格

条件を備えている人 1名を選出する。 

2.  選挙手続に不適切な影響を与えたり、妨害行為を行った人を解任する。 

3.  選挙手続に不適切な影響を与えたり、妨害行為を行った現 RI役員または元 RI

役員は、現 RI役員または元 RI役員ではないと公表する。 

 (b)  過去 5年以内に、理事会が第 13.030.1.項に基づく 1地区から 3件以上の不服申

し立てを支持した場合、理事会は、第 15.010.1.項の規定にかかわらず、その地区を解

散し、各クラブを近隣地区に割り当てることができる。 

 

13.030.4. 選挙運動禁止規定に対する候補者の申告 
選挙による役職に候補者を推薦するためのすべての書式において、候補者は、本細則の規定

を読み、理解し、受け入れ、本細則の規定に拘束されることに同意したという宣誓に署名する

ものとする。 

 

13.030.5. 選挙審査手続を尽くすこと 
本細則の選挙審査手続は、選挙によって役職に選任される権利を主張し、または RI選挙結

果に異議を唱える唯一の方法である。候補者たるロータリアン、またはこのような候補者を代

弁するクラブが、選挙審査手続に従わず、また選挙審査手続を尽くさずに、ロータリー以外の

機関または他の紛争解決機関の介入を要請した場合、このロータリアン候補者は当該役職に

選挙される資格を失い、理事会により定められた期間、RIにおけるいかなる役職の候補者と

もなる資格を失うものとする。クラブまたはロータリアンが、ロータリー以外の機関または他の

紛争解決機関の介入を求める前に選挙審査手続ならびに第 5.030.節に従った理事会決定

に対する提訴手続に従い、かつそれらを尽くすことを怠った場合、理事会は第 3.020.1.項 

（c）に従い適切な措置を取ることができる。 

 
第 14条 管理上の集団と管理上の地域単位 

14.010. 理事会の権限 

14.020. 監督 

14.030. 試験的プロジェクトを通じた監督 
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14.040. 管理上の地域単位（RIBI） 

 

14.010.理事会の権限 
正式に設立された地区において、クラブがガバナーの直接監督の下に管理される場合、理事

会は理事会が必要かつ得策と考える委員会、審議会またはその他のガバナー補佐を認可す

ることができる。 

 
14.020.監督 
地理的に隣接する 2つ以上の地区から成る区域内のクラブについて、ガバナーによる監督の

ほかに、他の監督方法を理事会が追加設定することができる。理事会が監督方法を設定する

場合、理事会が手続規則を定めるものとし、この手続規則は、関係地区内クラブの承認を得

なければならない。 

 

14.030. 試験的プロジェクトを通じた監督  
理事会は、影響を受けるすべての地区から承認を得ることを条件に、クラブを監督する方法と

して試験的プロジェクトを創設できる。理事会は、下記の節に沿っていない関係地区を対象と

したガバナンスの規則と手続きを定めることができる： 

(a) 7.020.節および 7.030.節（立法案の提案と承認） 

(b) 8.030.節および 8.040.節（決議案の提案と承認） 

(c) 15.020.節～15.060.節（地区会合と地区資金） 

(d) 16.030.節（ガバナーの任務）  

 

14.040. 管理上の地域単位（RIBI） 
RIBIに所在するクラブは、RIの管理上の地域単位として組織、運営されるものとする。RIBI

は、規定審議会によって承認された定款の定めるところに従って運営するものとする。RIBI

はまた、RIBI内において、理事会に代わって、クラブの加盟を承認し、RI地区編成委員会と

しての役割を務め、さらに細則の規定に従い、かつまた理事会の委嘱によって、RIの財務事

項を処理するものとする。 

 

14.040.1. RIBI定款 
RIBI定款は、RI定款・細則の精神および規定に合致するものとする。RI と RIBIの定款・細

則は、域内管理に関する特定の規定を含むものとする。 

 

14.040.2. RIBI定款の改正 
その権限、目的、機能の遂行における域内管理について規定した RIBI定款の規定は、規定

審議会の承認を得て、RIBI年次大会によってのみ改正することができる。域内管理に関する

事項を除き、RIの規定審議会が RI組織規定を改正した場合、RIBI組織規定を RI組織規

定と合致させるために必要な改正は、事実上自動的に発効するものとする。 
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14.040.3. RIBI細則の改正 
RIBIの細則は、RIBI定款および RI組織規定に定める通りに、およびこれらに合致するもの

として、改正することができる。  

 

第 15条 地区 

15.010. 創設 

15.020. 会長エレクト・ラーニングセミナー 

15.030. クラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナー 

15.040. 地区大会および地区立法案検討会 

15.050. 地区大会および地区立法案検討会での投票 

15.060. 地区の財務 

 
15.010.創設 
理事会はクラブを地区に分類し、地区の各境界を設定する権限を有する。 

 

15.010.1. 境界の廃止と変更 
理事会は、クラブ数が 20未満またはロータリアンの数が 1,100名未満の地区の境界を変 

更、またはそれらの地区のクラブを近隣地区と統合、あるいはクラブ数が 100またはロータリ

アンの数が 5,400名を上回る地区を分割することができる。さもなければ、地区内クラブの

過半数の反対がある場合は、いかなる地区の境界も変更しないものとする。理事会は、関係

地区のガバナーおよびクラブに相談し、これらのガバナーおよびクラブが、提案されている変

更や合併に対して要望事項を提出する然るべき機会が与えられた後に初めて、地区の境界を

廃止あるいは変更することができる。理事会は、地理的境界、地区発展の可能性ならびに文

化、経済、言語、およびその他該当する要素を考慮するものとする。理事会は、新たに編成さ

れる地区や統合される地区における運営管理、リーダー構成、代表選出の手続を規定するも

のとする。 

 

15.010.2. 同一地域内のクラブ 
同一の市、区、自治体地域または都市部内のクラブは、これらのクラブの過半数の承認なし 

に、異なる地区に編入されることはないものとする。同一地域にあるクラブは、同一地区に編

入される権利を有する。このような権利は、クラブの過半数が理事会に申請することによって、

行使できる。理事会は、申請を受理後、すべてのクラブを 2年以内に同一地区に編入するも

のとする。 

 

15.020. 会長エレクト・ラーニングセミナー 
理事会が決定した通り、地区内の会長エレクトを積極的に指導し、参加を促し、育成するため

に、地区（または多地区合同）会長エレクト・ラーニングセミナーは、毎年、なるべく 2月または

3月に開くものとする。ガバナーエレクトが、会長エレクト・ラーニングセミナーを計画、実施、

指揮、監督するものとする。 
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15.030. クラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナー 
地区（または多地区合同）クラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナーは、必要な技能、知識お

よび意欲を持つクラブの将来のリーダーを育成し、会員基盤を維持、および拡大し、それぞれ

の地域社会をはじめ他の国の地域社会のニーズに取り組むプロジェクトを実施して成功さ 

せ、プログラムへの参加と資金寄付を通じて TRFを支援するために、なるべく 3月、4月、5

月のいずれかの月に、毎年開催されるものとする。ガバナーエレクトが、クラブ・リーダーシッ

プ・ラーニングセミナーを計画、実施、指揮、監督するものとする。特別な事情があれば、理事

会は、ここに定める時期以外にクラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナーを開催することを許

可できる。出席を要請される人には、次期クラブ会長とクラブリーダーを含めるものとする。 

 

15.040. 地区大会および地区立法案検討会 
 

15.040.1. 開催時 
ガバナーとクラブ過半数の会長の合意によって定める時と場所において、地区大会を開催す

ることができる。ガバナーノミニーは、選出され、事務総長に対して書面で証された時点で、大

会の計画を始めることができる。地区大会の開催日程は、クラブ・リーダーシップ・ラーニング

セミナー、国際協議会、または国際大会の日程と重ならないものとする。理事会は、2つ以上

の地区が合同で大会を開催することを許可できる。地区は、21日前までにすべてのクラブに

通知した上で、ガバナーが決定した時と場所で地区立法案検討会を開催することもできる。ク

ラブの過半数が、具体的な案件を審議することを目的に地区立法案検討会を要請した場合、

ガバナーは、その要請から 8週間以内に検討会を招集するものとする。 

 

15.040.2. 地区大会および地区立法案検討会の決定 
大会または立法案検討会はその地区にとって重要な事柄について、RI定款および本細則と

一致し、ロータリーの精神と理念に沿う推奨案を採択することができる。各大会および立法案

検討会は、提出されたすべての事項を審議、決定するものとする。 

 

15.040.3. 地区大会幹事 
ホストクラブの会長と相談の上、ガバナーは大会幹事を任命するものとし、大会幹事は、大会

の計画と大会記録の作成においてガバナーに協力するものとする。 

 

15.040.4. 地区大会報告 
大会終了後 30日以内に、ガバナーまたは議長代行者は、大会幹事とともに、大会記録の報

告を作成するものとし、事務総長と地区内の各クラブ幹事に送付するものとする。 

 

15.050. 地区大会および地区立法案検討会での投票 

 

15.050.1. 投票に関する一般規定 

大会または立法案検討会に出席しているすべての瑕疵なきクラブ会員は、すべての案件につ

いて投票権を有するが、第 15.050.3.項に記された場合を除く。  
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15.050.2. 選挙人 
各クラブは少なくとも 1名の選挙人を選び、その地区の大会および立法案検討会（開催され

る場合）への選挙人として証するものとする。会員数が 25名を超えるクラブは、25名ごとに

1名、または端数が 13名以上の場合、さらに 1名の割合で選挙人を有する。つまり、会員数

が 37名までのクラブは 1人の選挙人を持つ資格を有し、会員数が 38名から 62名までの

クラブは 2人の選挙人を有し、会員数が 63名から 87名までのクラブは 3人の選挙人を有

する、というようになる。会員数は、投票に先立つ、最新のクラブ請求書における会員数によっ

て決定される（一時保留のクラブは投票権がないことを除く）。各選挙人はそのクラブの会員

であるものとする。投票するためには、選挙人は大会または立法案検討会に出席していなけ

ればならない。地区大会での選挙人による投票にクラブが参加するには、クラブは、投票を行

うロータリー年度において義務づけられた地区賦課金を納入済みであるものとし、地区に負

債がないものとする。クラブの納入や負債の状況はガバナーが判断する。 

 

15.050.3. 選挙人のみに制限される投票事項 
大会または立法案検討会における以下の事項に関する投票は、選挙人のみに限られる。  

(a)  ガバナーノミニーの選出  

(b)  理事指名委員会の委員と補欠の選出  

(c)  ガバナー指名委員会の構成および職務権限  

(d)  規定審議会と決議審議会の代表議員および補欠の選挙、ならびに  

(e)  地区の 1人当たりの賦課金の額 

 

大会または立法案検討会に提出されたいかなる案件についても、出席しているクラブの瑕疵

なき会員は誰であれ、たとえその案件について投票できない会員であっても、票決を求めるこ

とができる。この場合の投票は、選挙人に限られるものとする。上記(a)、(b)、(c)および(d)

のために投票をする際、2票以上の投票権を有するクラブは、すべての票を同じ候補者また

は提案に投じるものとする。候補者が 3名以上おり、単一移譲式投票による投票の場合、2

票以上の投票権を有するクラブは、すべての票を同じ順番で候補者に投じるものとする。 

 

15.050.4. 委任状による代理者 
ガバナーが承認した場合、クラブは、欠席選挙人の委任状による代理者を指定することができ

る。この代理者は地区の他のクラブの会員であってもよい。その委任状による代理者は、クラ

ブの会長および幹事によって証明されなければならない。その委任状による代理者は、既に持

っている投票権のほかに、欠席選挙人に代わってその投票権も行使することができる。 

 

15.050.5. 地区のクラブ投票 
本細則によって認可される大会またはクラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナーにおける諸

決定や選挙は、クラブ投票を通じて行うことができる。クラブ投票は、第 12.050.節の手続に

できる限り沿った形で行うものとする。 

 

 

 

 



45 

 

15.060. 地区の財務 
 
15.060.1. 地区資金 
各地区は、大会の決議によって、地区資金を設けても差し支えない。その目的は、地区提唱プ

ロジェクトおよび地区内におけるロータリーの管理・発展の資金を調達することである。地区

資金の不適切な管理または第 15.060.4.項への違反を含め、金銭上の義務を果たさなかっ

たいかなる人も、財務上の不正が地区内で解決されるまで、一切の RIまたは地区の役職に

就かないものとする。 

 

15.060.2. 地区賦課金の承認 
地区資金を調達するために、地区内の会員に対して賦課金を割り当てるものとする。賦課金

の額は、次のいずれかによって決定するものとする。 

(a) 大会に出席し投票する選挙人の過半数 

(b) クラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナーまたは会長エレクト・ラーニングセミナーでの

次期クラブ会長の 4分の 3の承認。標準クラブ定款第 11条第 5節（c）において指定

された代理を含む。 

 

15.060.3. 地区の 1人当たりの賦課金 
地区の 1人当たりの賦課金の支払は、地区内全クラブの義務である。賦課金の未払が 6カ

月以上に及ぶとガバナーが書面で証した場合理事会は、賦課金の未納が継続している限り、

そのクラブへの RI事務局のサービスを停止するものとする。 

 

15.060.4. 地区の年次財務表および財務報告書 
ガバナーを務めてから 1年以内に、直前ガバナーは、各クラブに対し、独立検査を受けた地区

の年次財務表および財務報告書を提出しなければならない。直前ガバナーは、この年次財務

表および報告書を地区の会合に提出の上、これを討議に付し、採択を受けなければならない。

この地区の会合は、地区内すべてのクラブから代表者が 1名出席する権利があるものでなけ

ればならず、地区の財務表および報告書が提出されるということを 30日前に予告した会合

でなければならない。あるいは、ガバナーとしての任期終了後 1年以内に、直前ガバナーはガ

バナーに、財務表および報告書の採択のためにクラブ投票の実施を要請することができる。財

務表および報告書は、クラブ投票の少なくとも 30日前までに送付するものとする。ガバナー

はこの手続を、直前ガバナーの要請を受けてから 30日以内に開始するものとする。  

 

この検査は、資格を備えた会計士あるいは地区監査委員会のいずれかが行うことができる。

監査委員会は、 

(a) 少なくとも 3名の正会員の委員から成り、地区が定めた手続に従い選出されなければ

ならない。 

(b) 少なくとも 1名はパストガバナーもしくは財務知識を有する独立した人物を含まなけれ

ばならない。 

(c) 現職のガバナー、会計、地区銀行口座の署名人、または財務委員会の委員を含めては

ならない。 
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年次財務表には、次の項目を含むものとするが、これらに限定されるものではない。 

(a) 地区の資金源（RI、TRF、地区、およびクラブ） 

(b) 募金活動によって地区が得た、または地区に代わり受領した資金 

(c) TRFから受領した補助金、または地区が使用すべく指定された TRFの資金 

(d) 地区委員会の金銭的取引 

（e） 地区による、または地区に代わってガバナーが行った金銭的取引  

（f） 地区資金の支出 

（g） RIからガバナーが受け取った資金 

 
第 16条 ガバナー 

16.010. ガバナーノミニーの資格条件 

16.020. ガバナーの資格条件 

16.030. ガバナーの任務 

16.040. RIBIガバナーの任務 

16.050. ガバナーの空席 

 
16.010.ガバナーノミニーの資格条件 
理事会によって許可されない限り、ガバナーノミニーに選ばれる人物は、選出の時点で、 

(a) 地区内の機能しているクラブの瑕疵なき会員であるものとする。 

(b) クラブ会長を全期務めた経験があること、または最低 6カ月間クラブの創立会長を務

めた経験があるものとする。 

(c) 第 16.030.節のガバナーの任務と責任を果たす意思があり、これを果たすことができ

る者であるものとする。 

(d) 細則に定められているガバナーの資格条件、任務、および責任を熟知しているものとす

る。  

(e) このロータリアンが、ガバナーの資格条件、任務、責任を理解し、ガバナーとしての資格

条件を備えており、これらの任務と責任を引き受け、これを忠実に果たす意思を持ち、

それができる状態にあることが明記された声明書を RIに提出するものとする。 

 

16.020. ガバナーの資格条件 
理事会によって許可されない限り、ガバナーは、就任時に、国際協議会に全期間を通して出席

しており、少なくとも 7年以上ロータリアンであり、第 16.010.節の資格条件を引き続き保持

していなければならない。 

 

16.030. ガバナーの任務 
ガバナーは、その地区において、理事会の一般的な指揮、監督の下に職務を行う RIの役員

である。ガバナーは、地区内のクラブを啓発し、意欲を与えるものとする。ガバナーは、元、現

任、次期地区リーダーと協力して、地区内における継続性を確保するものとする。ガバナー 

は、次の事項の責任を負う。 

(a) 新クラブを結成すること。 

(b) 既存クラブを強化助成すること。 

(c) 会員増強を推進すること。 



47 

 

(d) 地区およびクラブのリーダーと協力し、以下を奨励すること。  

1. 理事会の提唱する地区リーダーシップ・プランへの参加。 

2. RI戦略計画の推進。 

3. ロータリー財団の補助金プログラムへの参加。 

(e) 地区内のクラブに対する指導および監督を行うことで、ロータリーの目的を推進するこ

と。 

(f) TRFを支援すること。 

(g) クラブ間およびローターアクトクラブ間、およびクラブ、ローターアクトクラブ、RIの間の

良好な関係を促進すること。 

(h) 地区大会を計画、主宰すること（開催される場合）。会長エレクト・ラーニングセミナーお

よびクラブ・リーダーシップ・ラーニングセミナーの計画・準備にあたるガバナーエレクト

に協力すること。 

(i) 個々のクラブあるいは複数クラブ合同の例会への公式訪問を行うこと。その際には、以

下を行うため、ガバナーの出席が最大限の成果を生むような機会を選ぶようにする。 

1.  ロータリーの重要な問題に焦点を当て関心を持たせる。 

2.  弱体および問題のあるクラブに特別な関心を払う。 

3.  奉仕活動への参加に対するロータリアンの意欲をかきたてる。  

4.  クラブの定款および細則が、組織規定を遵守していることを確認する。規定審議会

開催後は特にこれを行う。 

5.  顕著な貢献をした地区内のロータリアンを、ガバナー自ら表彰する。 

(j) 各クラブに対して月信を発行すること。 

(k) 会長または理事会の要請により、速やかに RIに報告を提出すること。 

(l) ガバナーエレクトに対して、国際協議会の前に、クラブの状況について詳細な情報を提

供し、強化策を提案すること。 

(m) 地区における指名および選挙が、組織規定および RIの規定の方針を遵守するよう計

らうこと。 

(n) 地区内のロータリアンのグループの活動について定期的に尋ねること。 

(o) 地区の文書をガバナーエレクトに引き継ぐこと。  

(p) ガバナー補佐（任命されている場合）が地区の発展と会員の結束を促進できるよう、支援

を提供すること。 

(q) RI役員の職責に属するその他の任務を遂行すること。 

 

16.040. RIBIガバナーの任務 
RIBIガバナーの任務は、審議会の指示の下に、RIBI定款および細則と一致するこの地域の

伝統的慣行に従って、遂行されるものとする。ガバナーは、会長または理事会の要請があれば

速やかに RIに報告するものとし、RI役員としての職責に属するその他の任務を遂行するも

のとする。 
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16.050. ガバナーの空席 
 
16.050.1. 副ガバナー 
ガバナー指名委員会は、ガバナーエレクトが推薦した 1名のパストガバナーを、選出の翌年度

に任期を務める副ガバナーに選出できる。指名委員会が選出をしなかった場合、ガバナーエ

レクトが 1名のパストガバナーを副ガバナーとして選出できる。副ガバナーの役割は、ガバナ

ーが一時的あるいは恒久的にガバナーとしての任務を遂行できなくなった場合に、ガバナー

の後任となることである。  

 

16.050.2. ガバナーの恒久的な空席 
副ガバナーがいない場合、理事会は、残存任期中にガバナーの空席を埋めるために、好ましく

は同じ地区から、1名のパストガバナーを選出できる。理事会が決定を行うまで、会長は、好

ましくは同じ地区から、1名のパストガバナーをアクティングガバナー（臨時のガバナー）として

任命することができる。 

 

16.050.3. ガバナーの一時的任務遂行不能 
ガバナーが一時的にその任務を執り行うことができず、副ガバナーがいない場合、会長は、好

ましくは同じ地区から、1名のパストガバナーをアクティングガバナー（臨時のガバナー）として

任命することができる。 

 
第 17条 委員会 

17.010. 常任委員会ならびにその他の委員会 

17.020. 監査委員会 
17.030. RI と TRFの合同委員会  

17.040. 委員会の委員 

17.050. 会合 

17.060. 任期 

17.070. 委員会に関する例外  

17.080. 委員会の幹事 

17.090. 定足数 

17.100. 議事の実施方法 

17.110. 委員会に対する権限  

17.010. 常任委員会ならびにその他の委員会 
理事会は、以下の常任委員会を設置するものとする。 

(a) 定款・細則  

(b) 地区編成 

(c) 選挙審査 

(d) 財務 

(e) 会員増強 

(f) 運営審査 

(g) 戦略計画 
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理事会は、必要に応じて、その他の委員会を設置できる。理事会は、常任委員会とその他の

委員会に関し、以下について決定するものとする。 

(a) 委員の数  

(b) 委員の任期 

(c) 委員の資格条件  

(d) 任務と権限 

(e) 次年度への委員の継続 

 

17.020. 監査委員会 

理事会ならびに TRF管理委員会は、監査委員会を任命するものとし、各委員は独立した立

場にあり、財務の知識を有する者とする。会長、理事会、TRF管理委員長、TRF管理委員、

または委員会委員長は、会合の時、場所、方法、通知について決定するものとする。  

 

17.030. RI と TRFの合同委員会 

RI と TRFの両方に属する委員会については、理事会と管理委員会が共同で、委員の数、任

期、資格条件、任務、および次年度への委員の継続について決定するものとする。  

 

17.040. 委員会の委員 
本節に別段の規定がある場合を除いて、会長が、理事会と協議をした後で、委員会および小

委員会の委員を任命するものとする。委員会は、委員にローターアクターを含めてもよい。会

長は、各委員会と小委員会の委員長を指名し、すべての RI委員会の職権上の委員を務める

ものとする。 

 

17.050. 会合 
本節に別段の規定がある場合を除いて、会長は、委員会および小委員会のすべての会合の

時、場所、方法、通知について決定するものとする。委員の過半数で定足数を構成するものと

し、定足数を満たしている会合出席者の過半数の決定を、委員会または小委員会の決定とす

る。 

 

17.060. 任期 
本細則に別段の規定がある場合を除いて、いずれの者も 1期を超えて同じ RI委員会の委

員を務めることはできない。ある委員会に既に満 1期務めた者は、その後に同じ委員会に任

命される資格を持たない。本節は、アドホック委員会または職権上の委員には適用されない。  

 

17.070. 委員会に関する例外 
第 17.010.節から第 17.060.節までの規定は、いかなる指名委員会にも適用されない。 

 

17.080. 委員会の幹事 
理事会の別段の定めがない限り、事務総長がすべての委員会の幹事となる。事務総長は自

分を代行する幹事を指名することができる。 
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17.090. 定足数 
委員会委員の過半数をもって会合の定足数とする。ただし、本細則に別段の規定がある場 

合、または、理事会でこれと異なる決定のあった場合は、この限りでない。 

 

17.100. 議事の実施方法 
委員会は議事の処理を、理事会の定める手続規則に従った通信方法によって実施することが

できる。ただし、本細則に反する場合は  この限りでない。 

 

17.110. 委員会に対する権限 
すべての委員会は、5.010.2.項(d)に準じて、理事会の管理と監督に従う。会長指名委員会

の会長ノミニーの選出に関する決定を除き、すべての委員会による措置および決定は理事会

の承認によって初めて効力を生じる。ただし、第 13条に抵触するすべての措置および決定 

は、理事会がこれを管轄する。 

 

第 18条 財務事項 

18.010. 会計年度 

18.020. クラブ報告 

18.030. 会費 

18.040. 支払時期 

18.050. 予算 

18.060. 5カ年財務見通し 

18.070. 監査 

18.080. 報告 

 
18.010. 会計年度 
RIの会計年度は、7月 1日から 6月 30日である。 

 

18.020. クラブ報告 
クラブまたはローターアクトクラブは、毎年 7月 1日および 1月 1日、または理事会が定めた

ほかの期日に、同日におけるそのクラブの会員数を、RIに報告するものとする。  

 

18.030. 会費 
 

18.030.1. 人頭分担金 

各クラブは、各会員につき、次のように RIに人頭分担金を支払う。2025-26年度には半年

ごとに米貨 41 ドル、2026-27年度には半年ごとに米貨 42 ドル 75 セント、2027-28年

度には半年ごとに米貨 44 ドル 63セント、2028-29年度とそれ以降には半年ごとに米貨

46 ドル 50セント。人頭分担金は、規定審議会によって改正されるまで変更されないものと

する。  
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18.030.2. ローターアクトクラブの人頭分担金 
各ローターアクトクラブは、理事会が定める通り、各ローターアクターにつき RIに人頭分担金を

支払う。 

 

18.030.3. 追加の人頭分担金 
各年度に各クラブは、会員につき、規定審議会および決議審議会の予測経費を賄うに足ると理

事会が決定した額を RIに支払う。追加人頭分担金は、理事会が定める通りに、審議会に出席す

る代表議員の費用、および審議会のその他の運営の費用として別途指定され、制限される。理事

会は、この収支についてクラブに報告するものとする。審議会の臨時会合の場合、クラブはできる

だけ早い時期に追加の人頭分担金を支払うものとする。 

 

18.030.4. RIBIの支払う会費 
各 RIBIクラブまたはローターアクトクラブは、RIBIを通じて、第 18.030.1.項および第

18.030.2項の規定する人頭分担金を RIに支払うものとする。RIBIは、その RI人頭分担金

の半分を保有し、その残りを RIに送金するものとする。 

 

18.030.5. 会費の調整 
理事会は、適切とみなした場合、会費の一部をクラブに返金することができる。理事会は、所在地

域が自然災害または類似した災害により重大な被害を受けた、または所在国の通貨の平価が下

がり、RIに対する債務を支弁するためにクラブまたはローターアクトクラブが自国通貨を過剰に

支払わなければならなくなった場合、要請に応じて、そのクラブまたはローターアクトクラブの人

頭分担金の額を調整または延期できる。  

 

18.040. 支払時期 
 

18.040.1. 支払期日 
人頭分担金は毎年 7月 1日および 1月 1日、または理事会が定めたほかの期日に、第

18.030.1.項および第 18.030.2.項に定められた基準に基づいて支払う。追加の会費は、第

18.030.3.項の下に、7月 1日または理事会が定めたほかの期日に支払う。 

 

18.040.2. 比例人頭分担金 
支払期日の間に、クラブとローターアクトクラブは、新会員について、会員としての満 1カ月ごと

に人頭分担金の 12分の 1に等しい額の比例人頭分担金を支払うものとする。しかし、比例人頭

分担金は、移転会員あるいは他のクラブまたはローターアクトクラブの元会員のために、クラブま

たはローターアクトクラブが支払いを求められない。比例人頭分担金は、7月 1日と 1月 1日、

または理事会が定めるその他の期日に支払う。  

 

18.040.3. 通貨 
会費は米国通貨をもって RIに支払われる。これが不可能であるか、実際的でない場合、理事会

は、ほかの通貨による支払を認可することができる。理事会はまた、非常事態のため適切である

場合は、会費支払時期の繰り延べを許容することができる。 
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18.040.4. 新クラブ 
新しいクラブまたはローターアクトクラブは、加盟後の支払期日に会費支払を開始する。 

18.050. 予算 
 

18.050.1. 理事会の採択 
毎年、理事会は、次の会計年度に対する RIの予算を採択する。総支出見積額は、総収入見

積額を上回ってはならないものとする。 

 

18.050.2. 予算の改訂 
理事会は、予算をいつでも改訂できる。総支出見積額は、総収入見積額を上回ってはならな

いものとする。 

 

18.050.3. 予算支出 
RIの資金は、理事会の予算の範囲内でなければ、支払ってはならないものとする。事務総長

は、本項への準拠を施行する義務と権限を持つ。 

 

18.050.4. 総収入見積額を超える支出：非常事態と不測の事態 
理事会は、非常事態と不測の事態において、全理事の 4分の 3の投票により、収入見積額を

上回る支出を認める権限を有する。ただし、支出により、RIの純資産を上回る負債を生じさ

せてはならない。会長は、超過支出とその事情に関する完全な詳細を、60日以内に全 RI役

員に報告したうえ次の国際大会で報告するものとする。 

 

18.050.5. RI予算の年次公表 
毎年 9月 30日までに、理事会が決定した方法で RI予算を RIウェブサイトにおいて公表 

し、すべてのクラブおよびローターアクトクラブに周知させるものとする。 

 

18.050.6. 収入見積額を超える支出：RI準備金 
第 18.050.4.項の規定にかかわらず、理事会は、RIがその財務的義務を満たし続けるため

に十分な年間準備金の目標を設定する。RI準備金が理事会が設定した RI準備金目標を上

回る場合、いかなる時でも、理事会は、その 4分の 3の投票により、収入見積額を上回る支

出を認めることができる。ただし、その支出によって RI準備金がその目標より減少してはなら

ない。準備金の目標と超過支出に関する完全な詳細とその事情を、会長が 60日以内に全

RI役員に、また次の国際大会で報告するものとする。 

 

18.060. 5カ年財務見通し 
 
18.060.1. 5カ年財務見通しの毎年の見直し 
理事会は、5カ年財務見通しを毎年見直し、その見通しには、RIの総収入、総支出、資産、負

債、残高の予測を記載するものとする。 
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18.060.2. 規定審議会における 5カ年財務見通しに関する説明発表 
理事会は、5 カ年財務見通しを、財務に関する立法案の背景情報として規定審議会で説明発

表するものとする。5カ年財務見通しの第 1年目は、規定審議会の年度とする。 

 

18.060.3. ロータリー研究会での 5カ年財務見通しの説明発表 

理事またはほかの理事会代理は、各ロータリー研究会で 5カ年財務見通しを説明発表する

ものとする。その説明の中に、RIが講じた具体的なプロセスの改善とコスト削減策に関する

最新情報を盛り込むべきである。 

 

18.070. 監査 
理事会は、RIの監査を少なくとも年 1回行うものとし、この監査は、免許を持つ会計士、公認

会計士または税理士、もしくは監査の行われる国、州または県において一般にその権威を認

められている監査人が実施する。事務総長は、理事会の要請があれば、帳簿類と伝票類を提

出するものとする。  

 

18.080. 報告 
会計年度終了後の 12月 31日までに、事務総長は、監査済みの財務諸表ならびに添付の注

記と付属明細表（ある場合）、さらに年次報告を RIウェブサイトで公表するものとする。事務

総長はまた、会長、会長室、会長エレクト、会長ノミニー、各理事に支弁されたすべての経費、

ならびに会長、会長室、会長エレクト、会長ノミニー、各理事ならびに理事エレクトの代わりに

支払われたすべての経費を、役職ごとに報告するものとする。  

 
第 19条 名称と徽章 

19.010. RIの知的所有権の保全 

19.020. RIの知的所有権の使用の制限 

 

19.010. RIの知的所有権の保全 
理事会は RIの名称、徽章、バッジその他の記章をもっぱらすべてのロータリアンおよびロー

ターアクターのみの使用と、その利益のために確保し保全するものとする。 

 

19.020. RIの知的所有権の使用の制限 
RI、クラブまたはローターアクトクラブの名称、徽章、バッジその他の記章を、クラブ、ローター

アクトクラブ、または会員が商品の商標または特別銘柄として使用し、あるいはその他商業上

の目的のために使用することは一切できない。RIは、これらの名称、徽章、バッジ、その他の

記章を、他の名称または徽章と組み合わせて使用することを認知または承認しない。  

 
第 20条 その他の会合 

20.010. 国際協議会 

20.020. ロータリー研究会 

20.030. 元会長審議会 

20.040. 会議運営手続規則 

20.010.国際協議会 
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20.010.1. 目的 
国際協議会の目的は、ガバナーエレクトに、教育、意欲、インスピレーションを与え、翌ロータ 

リー年度のロータリープログラムや活動について討論、計画、実行する機会を与えることであ

る。 

 

20.010.2. 時と場所 
理事会は、国際協議会の時と場所を決定するものとする。会長エレクトは、プログラム決定の

責務を有し、国際協議会の手配を監督する委員会の委員長を務めるものとする。国際協議会

は、2月 15日よりも前に毎年開催されるものとする。  

 

20.010.3. 参加者 
国際協議会に出席する権限のある参加者には次の人が含まれる：会長、理事、会長ノミニー、

理事エレクト、理事ノミニー、事務総長、ガバナーエレクト、RIBI役員ノミニー、RI各種委員

会委員長、およびその他理事会の指定する者。  

 

20.010.4. 特別、または局地的、協議会 
非常事態または特別の事情に対応するために、理事会は二つまたはそれ以上の特別もしくは

局地的協議会を開催する手配をすることができる。 

 

20.020. ロータリー研究会 

会長は、情報提供のための年次会合としてロータリー研究会の開催を許可することができる。

ロータリー研究会には、元、現ならびに次期 RI役員、また招集者によって招待されたその他

のロータリアンや来賓が出席できる。ロータリー研究会は、RI、ゾーン、ゾーン内のセクション、

もしくは複数ゾーンのグループにより開催できる。招集者は、それぞれの規定審議会と決議審

議会で審議された立法案と決議案、および採択された決定について報告するものとする。 

 

20.030. 元会長審議会 
 

20.030.1. 構成 
会員である元会長をもって構成される審議会を常設するものとする。会長は、本審議会の投

票権を有しない職権上のメンバーであり、その会議に出席し、議事に参加する特典を有する。

直前会長のすぐ前の元会長は審議会の議長、直前元会長は副議長、事務総長は幹事を務め

るが、審議会のメンバーにはならないものとする。 

 

20.030.2. 任務 
元会長審議会は、会長または理事会から付託された事項を考察するものとし、これについて

理事会に進言し、推奨することができる。審議会はまた、理事会の要請に応じて、クラブ、地区

および役員が関わる事柄の調停者としての役割を果たすものとする。 
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20.030.3. 会合 
会長または理事会は、元会長審議会を招集でき、年次国際大会および／または国際協議会

において会合を開くこともできる。審議会議長は、毎回の会合後、必ず理事会に書面で報告

するものとする。 

 

20.040. 会議運営手続規則 
あらゆるロータリーの会議、協議会、大会または国際大会において、定款、細則、もしくは RI

採用の特別議事規則によって特に定められていない手続上の問題は、当該会合の議長が決

定するものとする。このような手続は、すべての当事者に対して公正なものとするが、提訴は

認められるものとする。 

 

第 21条 機関雑誌 

21.010. 機関雑誌出版の権限 

21.020. 購読料 

 
21.010. 機関雑誌出版の権限 
理事会は、RIの機関雑誌を発行するものとする。機関雑誌は、理事会が認可するいくつかの

異なった版で出版され、そのうち基本的な版は英語で出版されるものとする。機関雑誌の目

的は、RIの目的とロータリーの目的の推進において理事会を助けることである。 

 

21.020. 購読料 
 

21.020.1. 購読義務 
各会員は、会員籍にある限り、機関雑誌、または理事会により当該クラブに対して承認された

ロータリー雑誌の有料購読者となるものとする。同じ住所に住む二人のロータリアンは、機関

雑誌を合同で購読できる。各機関誌の購読料は、すべて理事会がこれを定めるものとする。ク

ラブは、購読料を徴収し、RIに送金するものとする。各会員は、印刷版か電子版（利用できる

場合）のどちらかを選択できる。理事会は、会員が機関雑誌およびクラブ用に定められた理事

会承認のロータリー雑誌で用いられている言語を読めない場合は、そのクラブに対する本節

の規定の適用を免除できる。 

 

21.020.2. 雑誌収入 
現年度中の雑誌収入は、雑誌の発行およびその改善のみに使用するものとする。支出を上回

る超過収入は、理事会が別途規定する場合を除き、年度末に RI準備金に繰り入れられるも

のとする。 

 
第 22条 ロータリー財団 

22.010. TRFの目的 

22.020. 管理委員 

22.030. 管理委員会の経費 

22.040. 管理委員会の報告 
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22.010.TRFの目的 
TRFは、法人設立定款および細則に従って、管理委員会が慈善的、教育的目的のためにの

み運営するものとする。法人設立定款と細則は、管理委員会のみが理事会の同意を得て改正

できる。  

 

22.020.管理委員 
会長エレクトが推薦し、理事会が選出した 15名の管理委員がいるものとする。各管理委員は

就任前の年度に選出される。少なくとも 3名、多くとも 4名の管理委員は、元 RI会長とす 

る。すべての管理委員は、TRF細則の資格条件を満たすものとする。空席が生じた場合、任

期を全うする新しい管理委員を会長が指名し、理事会が選出するものとする。管理委員の任

期は 4年とする。管理委員は再選することができ、無報酬でその任を務めるものとする。 

 

22.030. 管理委員会の経費 
管理委員会は、理事会の承認があった場合にのみ、TRF資産から支出するものとする。ただ

し、2種類の支出は、管理委員会の承認だけで差し支えない。 

（1） TRFの管理運営に必要な経費。  

（2） TRFへの贈与または遺贈の条件により定められた通り、収益または元金からの支出。 
 
22.040. 管理委員会の報告 
管理委員会は、TRFのプログラムと財務について少なくとも年 1度 RIに報告するものとす

る。事務総長はさらに、役職ごとに、それぞれの管理委員に弁済されたすべての経費、ならび

に代わって行われたすべての支払いを報告するものとする。 
 
第 23条 地域社会、国家、および国際問題 

23.010. 適切な主題 

23.020. 支持の禁止 

23.030. 政治的主題の禁止 
 
23.010. 適切な主題 
地域社会、国家、世界の一般福祉にかかわる公共問題は、RIの会員にとって関心事であり、会

員が各自の意見を形成する上での啓発となるよう、RI会合での公正かつ情報に基づく研究およ

びディスカッションの適切な主題であるものとする。しかし、RIは、RIもしくは TRFの使命また

はプログラムと関連するものでない限り、係争中のいかなる公共政策についても意見を表明しな

いものとする。 
 
23.020. 支持の禁止 
RIは、公職に対するいかなる候補者も支持または推薦しないものとする。またいかなる RI会

合においても、かかる候補者の長所または短所を討議しないものとする。 
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23.030. 政治的主題の禁止 
 
23.030.1. 決議および見解 

RIは、RIもしくは TRFの使命またはプログラムと関連するものでない限り、政治的性質をも

った世界問題または国際政策に関して、決議ないし見解を採択したり配布したりしないものと

する。またこれに関して行動を起こさないものとする。 
 
23.030.2. 異議の申し立て 

RIは、RIもしくは TRFの使命またはプログラムと関連するものでない限り、政治的性質をも

った特定の国際問題の解決のために、クラブ、国民、政府に対して嘆願しないものとする。また

書状、演説、提案を配布しないものとする。 
 
 

第 24条 補償 

理事会は、RIの理事、役員、職員、代行者の補償方針を設定、実施することができる。  
 
第 25条 仲裁および調停 

25.010. 必須の調停または仲裁 

25.020. 調停 

25.030. 仲裁 

25.040. 調停または仲裁の費用 
 

25.010.  必須の調停または仲裁 
クラブの現会員または元会員、地区、RI、または RI役員との間に起こり、友好的に解決でき

ない論争は、理事会の決定を除き、論争当事者が事務総長に要請し、調停によって解決され

るか、または調停が失敗した場合は、仲裁によって解決されるものとする。要請は、論争が起

きてから 60日以内に書面にて行われなければならない。理事会は、要請を受理してから 90

日以内に、調停の日取り、場所、方法を決定するものとする。理事会の決定は調停または仲裁

の対象とはならず、第 5.030.節に従ってのみ提訴することができる。 

 

25.020. 調停 
理事会は、適切な技能と経験を有し、中立で独立したロータリアンを調停人として指名するこ

とを含め、調停の手続きを定めるものとする。いずれの当事者も、論争当事者のクラブの会員

ではないロータリアンを調停人として要請できる。調停人の決定は、両当事者および事務総長

に書面にて配布されるものとする。結果を不服とする当事者は、更に調停を要請することがで

きる。  

 

25.030. 仲裁 
調停が失敗した場合、論争当事者は仲裁を要請できる。理事会は、仲裁の日時、場所、方法

を定めるものとする。両当事者は、それぞれ 1名のロータリアンを仲裁人として任命するもの

とする。立場を同様とする複数の当事者は、理事会の決定により、1人の仲裁人で同意するも

のとする。仲裁人は、適切な技能と経験を有し、中立で独立したロータリアンを裁定人として

任命するものとする。仲裁人によって合意に達した決定もしくは、両仲裁人が意見の一致を見
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なかった場合、裁定人による決定が最終であって、当事者すべてを拘束するものとなり、提訴

することはできないものとする。 

 

25.040. 調停または仲裁の費用 
調停または仲裁の費用は、調停人、仲裁人、または裁定人による別段の決定がない限り、両

論争当事者が等しく支払うものとする。  
 

第 26条 改正 

本細則は、審議会において投票した人の過半数によって、または第 7.090.節に規定される

臨時審議会によってのみ改正することができる。     

 


